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第２編 男女共同参画施策のあらまし 

１ 愛知県の男女共同参画行政推進体制について 

愛知県男女共同参画推進条例（平成 14年 4月施行）

＜基本理念＞

(1) 男女の人権の尊重

(2) 社会における制度や慣行の中立化への配慮 

(3) 政策や方針決定等へ共同参画する機会の確保 

(4) 家庭生活における活動とその他の活動との両立 

(5) 国際的協調

あいち男女共同参画プラン 2020（平成 28年 3月策定）

＜計画期間＞ 平成28(2016)年度から平成32(2020)年度まで

＜基本理念＞ すべての人が、互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合い、性別にかかわ

りなく、個性と能力を発揮することによる、多様性に富んだ活力ある男女共 

同参画社会の実現をめざす。

＜重点目標＞ Ⅰ 男女共同参画社会に向けての意識改革 

Ⅱ あらゆる分野における女性の活躍の促進 

Ⅲ 安心して暮らせる社会づくり 

総合的に推進
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2 「あいち男女共同参画プラン 2020」の施策体系  

男

女

共

同

参

画

社

会

の

実

現

重点目標 基本的施策

男女共同参画の理解の促進1

2 子どもにとっての男女共同参画

3
政策・方針決定過程への女性の

参画の拡大 

4
様々な分野における男女共同

参画の推進 

5
男性中心型労働慣行の見直しと 

ワーク・ライフ・バランスの推進

就業環境の整備6

女性への就業支援7

8
人権の尊重と様々な困難を

抱える人々への支援 

9 女性に対するあらゆる暴力の根絶

10 生涯を通じた健康づくりの支援

計画の推進 

計画の推進にあたっては、大学、企業、NPO、

地域団体等との連携・協働を進めるととも

に、ウィルあいちを拠点に、多様な主体との

ネットワークづくりを進めていく。

推進体制の整備・充実1

ウィルあいちを拠点とする推進2

Ⅰ 男女共同参画社会に向けての意識改革 

固定的性別役割分担意識を解消し、男女

が共に多様な選択ができ、その個性と能力

を存分に発揮できる社会を目指し、子ども

から大人にいたるまで、あらゆる立場や世

代の人々に対し、男女共同参画に関する認

識や理解が深まるよう、意識改革のための

取組を推進していく。

Ⅱ あらゆる分野における女性の活躍の促進 

男性中心型労働慣行を見直すとともに、

仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バラ

ンス）の推進や、多様な保育サービスの拡

充、女性の再就職を始めとする各種就業支

援等に取り組み、個人の置かれた状況に応

じて、多様で柔軟な働き方ができる環境づ

くりなどを進め、あらゆる分野における女

性の活躍を促進する。

Ⅲ 安心して暮らせる社会づくり 

貧困、ドメスティック・バイオレンスな

ど様々な困難を抱える人々や、性的少数者

などが、その人権が尊重され安全で安心し

て暮らしていける社会づくりに向けた取組

を推進していく。



３　男女共同参画施策

重点目標Ⅰ　　男女共同参画社会に向けての意識改革
基本的施策１　　男女共同参画の理解の促進　
具体的な取
組の方向

施策の内容
29年度当初
予算額(千円)

部局 課室

1,647
県民文
化部

男女共同参
画推進課

男女共同参画啓発資料
の作成

男女共同参画社会の形成を身近な問題として意識できるよう、啓
発リーフレットを作成し、配布した。

160

男女共同参画のつどい開
催費

男女共同参画社会の実現に向け、女性リーダーのネットワークを
推進するための事業を開催した。
○　2017あいち男女共同参画のつどい
・開催日H29.10.6（金）参加者512人
 活動事例発表及び講演会を実施

1,487

8,798
県民文
化部

男女共同参
画推進課

あいち国際女性映画祭の
開催

8,798

246
県民文
化部

男女共同参
画推進課

年次報告書「あいちの男
女共同参画」の作成

本県の男女共同参画の推進状況や市町村における男女共同参
画施策の状況を取りまとめた冊子を作成し、県議会に報告した。

120

情報ライブラリー図書・視
聴覚資料の整備

ウィルあいち情報ライブラリーの閲覧用の図書、視聴覚資料を整
備した。

126

30,545
県民文
化部

男女共同参
画推進課

ウィルあいちホームペー
ジを通じた情報提供事業

男女共同参画に関する各種情報の収集を行うとともに、「ウィルあ
いちホームページ」などを通じ、団体・グループ情報、イベントの
案内など各種情報の提供を行った。

-

ウィルあいち情報ライブラ
リーの運営

○　図書、行政資料、視聴覚資料などの収集と提供
男女共同参画の推進や、女性の生き方を考えるための図書・行
政資料・視聴覚資料などの収集・提供を行った。
・所蔵数（Ｈ30.3末）図書48,454冊　視聴覚資料1,229点
○　情報ライブラリーフェスタ
男女共同参画社会の実現に役立つ情報発信のための展示を年2
回実施した。
・テーマ「ＬＧＢＴの基礎知識」、「働き方改革でどうなる？？」
○　パネル展示
「ＤＶ」及び「人権」のパネルと関連図書を展示した。

30,545

1,195
県民文
化部

男女共同参
画推進課

男女共同参画広報誌の
発行

1,195

③
男
女
共
同
参
画

の
視
点
に
立

っ
た

公
的
広
報
の
推
進

男女共同参画の視点を取り入れて、より効果的で共感を得られる
公的広報をするよう周知した。

-

県民文
化部

男女共同参
画推進課

83

県民文
化部

男女共同参
画推進課

男女共同参画阻害事項
相談申出制度の運営

83

2,260
県民文
化部

男女共同参
画推進課

男女共同参画セミナーの
開催

男女共同参画社会の実現に向けた課題の解決や新たな活動へ
のチャレンジ、多様な働き方を可能にする環境づくり、男女共同
参画により地域の課題に取り組む人材の養成などに役立つ講座
を開催した。
・全10講座（公開講座2回含む）　参加者1,062人

1,828

①
男
女
共
同
参
画
に
関
す
る
広
報
・
啓
発

の
推
進

②
男
女
共
同
参
画
に
関
す
る
情
報
の
収
集
・
提
供

④
男
女
共
同
参
画

の
視
点
に
立

っ
た

慣
習
・
慣
行
の
見

直
し

⑤
男
女
共
同
参
画
を

推
進
す
る
教
育
・
学

習
の
充
実

男女共同参画に関する普及・啓発記事や男女共同参画を推進
する事業の案内などを掲載した広報誌を発行した。

愛知県男女共同参画推進条例第17条及び第18条に基づき、県
民から申出があった男女共同参画を阻害する事項の内容を調査
するとともに、愛知県男女共同参画相談委員が公平･中立な立場
から必要な助言を行った。
・相談申出実績　0件

あいち男女共同参画財団
補助金（一部）

男女共同参画推進事業費
（一部）

あいち男女共同参画財団
補助金（一部）

男女共同参画推進事業費
（一部）

広報等における男女の人権
を尊重した表現の推進

施策名

女性総合センター管理運営
委託費（一部）

○　あいち国際女性映画祭
男女共同参画意識の普及を図るため、世界で活躍する女性映画
監督等を招き、女性の生き方や社会参加、女性と男性の相互理
解などをテーマとした作品の上映等を行った。
・開催日H29.9.6（水）～9.10（日）
 参加者12,172人（共催会場分含む）

あいち男女共同参画財団
補助金（一部）

男女共同参画推進事業費
（一部）

－19－



具体的な取
組の方向

施策の内容
29年度当初
予算額(千円)

部局 課室施策名

サテライトセミナーの開催

遠隔地等でウィルあいちまで来ることが難しい地域に出かけてい
き、地元市町村等と共催でセミナーを開催し、県内全域における
男女共同参画社会の実現に向けて啓発を行った。
・14市町村　参加者774人

432

生涯学習推進センターにおいて、生涯学習情報システム「学び
ネットあいち」等による学習情報提供や情報ラウンジの提供など、
学習活動を総合的に支援した。
○　生涯学習推進センターの概要
　　 場所　名古屋市中区三の丸3－2－1（東大手庁舎２階）
　 　業務　情報ラウンジ、研修室、視聴覚室、メディア実習室
               を活用した学習情報の提供、研修の実施等
　 　運営　（公財）愛知県教育・スポーツ振興財団

6,905

教育委
員会

生涯学習課

高等学校において、男女ともに育児に関心をもち、働く場におけ
る女性の活躍について認識を深めるとともに、男女がともに自立し
て個性と能力を発揮し、社会形成に参画する能力を身に付けさ
せる。
○　「あいち男女共同参画社会高校生フォーラム」の開催
・開催日H29.8.21(月)

2,061

教育委
員会

高等学校教
育課

基本的施策２　　子どもにとっての男女共同参画　
具体的な取
組の方向

施策の内容
29年度当初
予算額(千円)

部局 課室

92
県民文
化部

男女共同参
画推進課

「はがき１枚からの男女共
同参画」作品募集

92

689
教育委
員会

生涯学習課

家庭教育企画委員会費

家庭教育に関する調査研究を行い、実践的な方策を探るととも
に、家庭教育に関する支援を行う関係者による情報交換・意見交
換を行い、連携・協力体制の強化を図った。
○　家庭教育企画委員会　構成10人　年間3回
○　家庭教育資料の作成、配布
・調査研究及び各市町村における平成29年度家庭教育関連事
業の実施状況を収録。
・市町村教育委員会へ配布

149

あいちっこ「親の育ち」応
援事業費

「あいちっこ『親の学び』学習プログラム」を活用した講座開設がで
きるよう講師の養成をするとともに、その講師を地域に派遣して、
乳幼児から中学生までの子供を持つ保護者を対象とした家庭教
育研修会を実施した。

540

企業に講師を派遣し、家庭教育に関する研修を設けることを奨励
した。
○　職場内家庭教育研修会　年6回

3,079

教育委
員会

生涯学習課

-
教育委
員会

義務教育課

女子大学生等に就業継続を前提としたキャリアプランや職業観の
形成を支援するため、就職フェア等への出展や大学と連携したセ
ミナーを開催した。
・４大学　参加者計725人
・就職フェア（２回）　参加者329人
・親子向けセミナー　参加者100人

5,667

県民文
化部

男女共同参
画推進課

キャリア教育推進委員会を組織し、「魅力あるあいちキャリアプロ
ジェクト」で３事業を実施し、推進を図った。
○　「キャリアスクールプロジェクト（小学校）」
体験活動とともに「語る・語らせる・語り合わせる」指導の工夫を行
い、１８市町村の小学校でモデル事業として実施
○　「キャリアスクールプロジェクト（中学校）」
職場体験を核とした１年生から３年生までのキャリア教育の充実を
図り、県内（名古屋市を除く）の全公立中学校で実施
○　「キャリアコミュニティプロジェクト」
「モノづくりあいち」「男女共同参画」「小中高連携」等の特色ある
キャリア教育の推進を図り、６市町でモデル事業として実施

17,778

教育委
員会

義務教育課

①
子
ど
も
を

対
象
と
す
る

広
報
・
啓
発

の
推
進

②
家
庭
教
育
の
支
援

③
学
校
教
育
に

お
け
る
教
科
・

道
徳
・
特
別
活

動
等
で
の
実
践

⑤
男
女
共
同
参
画
を
推
進
す
る
教
育
・
学
習

の
充
実

④
キ
ャ
リ
ア
教
育
の
推
進

生涯学習推進事業費

各教科、道徳、特別活動など学校の教育活動全体を通して、男
女の平等・相互の理解・尊重・協力についての意識を育て、実践
的態度の育成に努める。また、男女必修である中学校の技術・家
庭科や高等学校の家庭科では、男女が協力して家庭生活を営む
ことの大切さを理解させるとともに、実践的態度の育成に努めた。

あいちっこ子育て支援事業
費（一部）

職場内家庭教育推進費

テーマ「わたしが暮らすなら、こんな男女共同参画」を絵と文字で
イメージしたはがきを募集し、優秀作品の表彰及び展示を行っ
た。
・応募数1,111点
・最優秀作品5点、優秀作品5点

高等学校男女共同参画推
進事業費

男女共同参画推進事業費
（一部）

女性の活躍キャリア形成推
進事業費

施策名

技術・家庭科の男女必修、
道徳、特別活動等での実践

キャリア教育推進事業費(小
中学校段階）

－20－



具体的な取
組の方向

施策の内容
29年度当初
予算額(千円)

部局 課室施策名

キャリア教育・就労支援推進委員会を開催することにより、キャリア
教育推進の方策について検討し、小学部では、学校近隣の商
店、工場などを見学し、中学部では、就労の準備体験として地域
の職場見学や簡単な作業体験を行い、高等部では、関係機関と
の連携を深め、実習や体験を行うなど、発達段階に応じたキャリ
ア教育を推進した。

775

教育委
員会

特別支援教
育課

全ての全日制県立高校においてインターンシップ等を実施すると
ともに、本県がものづくり県として継続的に発展するため、産業界
の協力を得て、工業高校生の技術及び技能の習得を図る取組を
進めた。
○　インターンシップ等の実施　全日制 146校 18,243人
○　地域ものづくりスキルアップ講座　　工業高校17校 243人
○　キャリア教育コーディネーターの活用　4人

17,573

教育委
員会

高等学校教
育課

⑤
多
様
な
選

択
を
可
能
に

す
る
教
育
の

充
実

製造業等理系分野に従事する女性技術者及び研究者の拡大を
図るため、女子中高生が大学及び企業の研究・開発施設等を取
材し情報発信を行ったほか、成果発表会を開催した。
・開催日　取材ツアー：Ｈ29.8月のうち5日間　参加者75人
　　　　　 　成果発表会：Ｈ29.11.4（土）　参加者105人

3,955

県民文
化部

男女共同参
画推進課

1,960

教育委
員会

義務教育課

教職員研修 1,960

6,916

教育委
員会

義務教育課

教職員研修 6,916

1,381

教育委
員会

高等学校教
育課

教職員研修 1,381

1,198

教育委
員会

高等学校教
育課

教職員研修 1,198

492

教育委
員会

特別支援教
育課

教職員研修 492

1,015

教育委
員会

特別支援教
育課

教職員研修 1015

3,015

教職員研修 3,015

保育の質の向上のための研修事業及び保育士の人材確保に関
する研修を行った。

3,927
健康福
祉部

子育て支援
課

重点目標Ⅱ　　あらゆる分野における女性の活躍の促進

基本的施策３　　政策・方針決定過程への女性の参画の拡大　
具体的な取
組の方向

施策の内容
29年度当初
予算額(千円)

部局 課室

政策・方針決定過程への女性の参画を進めるため、審議会等委
員への女性の登用について、「平成32年度末までに40％、女性
委員の比率が30％未満の審議会等の解消」を目標とし、その達
成に向け、女性の登用を積極的に推進した。
・H30.4.1現在の女性委員の割合39.68％
　（昨年度から0.08ポイント低下）

-

県民文
化部

男女共同参
画推進課

警察署協議会に女性の意見が反映されるよう、「県の審議会等に
占める女性委員の割合」の数値目標に準じ、警察署協議会委員
に占める女性の割合が38.5％となるよう、定期改選時に数値目標
を設定して、候補者の選考に配意した。
・H30.4.1現在の女性委員の割合40.5％
　（昨年度から1.4ポイント低下）

-

警察本
部

総務課

⑥
教
職
員
等
に
対
す
る
男
女
共
同
参
画
の
理
解
の
促
進

①
県
の
審
議
会
等
委
員
へ
の

女
性
の
登
用
推
進

④
キ
ャ
リ
ア
教
育
の
推
進

愛知県（名古屋市を除く。）内に設置される私立幼稚園等の新規
採用教員に対して、私立幼稚園等の教育水準の維持向上を図る
ため、その職務の遂行に必要な事項について、講義、演習、実技
等の方法により現場に即した研修を実施した。
この研修の中で、女性の人権課題に関する講義を実施している。

「人権教育・啓発に関する愛知県行動計画」で示してある人権の
個別課題の「女性」問題に目を向け、教職員に対し、男女の性的
役割分担意識を見直し、男女でなく一個人として接することや、Ｄ
Ｖ、セクハラなどの根絶を目指すなど、男女共同参画社会実現に
向けての取組について研修を実施した。

キャリア教育推進事業費(高
等学校段階）

幼・小・中初任者研修事業
費（一部）

私学振興室

特別支援学校教職員研修
費（一部）

教職員に男女共同参画社会を正しく理解させるため、職員研修
を実施した。

教職員に男女共同参画社会を正しく理解させるため、職員研修
を実施した。

施策名

キャリア教育推進事業費
（特別支援学校）

私立学校振興事業費　私
立学校指導事務費（一部）

特別支援学校初任者研修
事業費（一部）

高等学校教職員研修費（一
部）

県民文
化部

教職員に男女共同参画社会を正しく理解させるため、職員研修
を実施した。

県の審議会等委員への女
性の登用推進

警察署協議会委員への女
性の登用促進

教職員に男女共同参画社会を正しく理解させるため、職員研修
を実施した。

幼・小・中教職員研修費（一
部）

女性の活躍理系女子応援
事業費

「人権教育・啓発に関する愛知県行動計画」で示してある人権の
個別課題の「女性」問題に目を向け、初任者に対し、男女の性的
役割分担意識を見直し、男女でなく一個人として接することや、Ｄ
Ｖ、セクハラなどの根絶を目指すなど、男女共同参画社会実現に
向けての取組について研修を実施した。

高等学校初任者研修事業
費（一部）

現任保育士研修費
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具体的な取
組の方向

施策の内容
29年度当初
予算額(千円)

部局 課室施策名

平成30年4月1日の定期人事異動では、男女を問わず適材適所
への配置を行い女性の職域の拡大を図るとともに、優秀な女性職
員については積極的に役職(主査級以上)に登用した。
・H30.4.1現在の女性職員の役職(主査級以上)の割合25.6％
　（昨年度から0.4ポイント増加）

-

総務部 人事課

意欲と能力のある優秀な女性職員が男性職員と同様に組織の管
理的な立場に立ち、政策・方針決定に参画できるよう管理職への
女性の登用について、「平成32年度までに管理職に占める女性
の割合10％」を目標とし、その達成に向け積極的に推進した。
・H30.4.1現在の女性職員の管理職（課長級以上）の割合9.99％
（昨年度から0.26ポイント増加）

-

総務部 人事課

看護職員が組織の管理的な立場に立ち、病院経営、運営の方針
決定に参画できるよう、平成25年度より看護部副部長を課長級ポ
ストとするなど、管理職への積極的な登用を図った。

-

病院事
業庁

管理課

教職員定期人事異動方針に基づき、勤務成績が優秀で、管理・
指揮監督能力に優れ、特に豊かな人間性と高い識見を有する女
性を管理職に積極的に登用した。
目標：平成32年度までに17％以上

-

教育委
員会

教職員課

意欲と能力のある優秀な女性職員が男性職員と同様に組織の管
理的な立場に立ち、政策・方針決定に参画できるよう女性の登用
拡大について、次のとおり目標設定し、その達成に向けて積極的
に推進した。
○　警察官に占める女性警察官の割合
 「平成33年4月１日までに警察官に占める女性警察官の割合
10％程度」を目標とし、その達成に向け積極的に推進した。
○　各役職段階に占める女性職員の割合（平成33年４月１日ま
で）
・警部級以上の階級にある女性警察官の割合　2％以上
・課長級以上の女性警察職員の割合　10％以上

-

警察本
部

警務課

県の施設における指定管理者を選定する際の審査基準に、男女
共同参画など社会的価値に関する視点を加えている。

-
全庁

11,687
県民文
化部

男女共同参
画推進課

女性の活躍促進サミット
2017開催費

女性の活躍の鍵を握る企業経営者のさらなる意識改革を図るた
めに、あいち女性の活躍促進会議の構成団体と連携し、企業経
営者等を対象としたサミットを開催した。
・開催日H29.11.27(月) 　参加者270人

4,508

働く女性のキャリアアッ
プ・交流事業費

管理職として将来活躍する人材を育成するための「女性管理職
養成セミナー」や、働く女性同士の交流会を開催した。
○　女性管理職養成セミナー
・4日間×4コース　参加者81人
○　女性管理職の交流カフェ
・開催日H29.12.１(金)　参加者28人

1,295

男性管理職向けワーク
ショップ開催費

男性管理職を対象に、女性社員の育成方法や効率的な働き方な
どマネジメント能力の向上を目的とするワークショップを開催した。
・開催日H29.10～11月　計6回　参加者95人

400

市町村事業費交付金
地域女性活躍推進交付金（内閣府・平成28年度補正予算、平成
29年度当初予算）を活用し、女性の活躍推進に関する事業を実
施する市町村に対して交付金を交付した。

5,484

10,774
県民文
化部

男女共同参
画推進課

「あいち女性輝きカンパ
ニー」認証事業費

女性の活躍促進に向けた取組を積極的に実施する企業等を「あ
いち女性輝きカンパニー」として認証した。また、特に優れた取組
を行った企業を「あいち女性の活躍促進サミット2017」にて表彰し
た。
○　あいち女性輝きカンパニーの認証及び表彰
・認証件数378件（H30.3月末現在）
・表彰企業5社

853

女性の活躍奨励金支給
事業費

女性の活躍促進に向け新たに具体的な取組を行った中小企業
等に対し奨励金を支給した。
・H29年度支給実績 75社　700万円

7,000

女性の活躍促進コーディ
ネーター活動費

企業における女性の職域拡大や人材育成等の取組を促進する
ために、コーディネーターがアドバイスや情報提供を行った。

2,921

地方銀行と連携し、銀行の窓口や渉外を通じて、銀行の取引先
企業に対して県施策の活用を働きかけた。

5,668
県民文
化部

男女共同参
画推進課

②
県
の
管
理
職
な
ど
へ
の
女
性
の
登
用
推
進

③
企
業
・
団
体
等
に
お
け
る
女
性
の
活
躍
に
向
け
た
取
組
へ
の
支
援

看護職員の管理職への登
用推進

女性の活躍促進事業費（一
部）

女性の活躍金融機関連携
事業費

警察における女性職員の管
理職等への登用推進

女性の活躍企業応援事業
費

学校における女性教員の管
理職への登用推進

県職員の管理監督者への
女性の登用推進

指定管理者の選定における
優遇措置

県職員の管理職への女性
の登用推進
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具体的な取
組の方向

施策の内容
29年度当初
予算額(千円)

部局 課室施策名

中小企業の好事例や取組手法等をまとめたハンドブックを活用
し、中小企業における女性の活躍推進に関する動機づけや具体
的な進め方についてセミナーを開催した。
・開催回数3回　参加者101人

1,957

県民文
化部

男女共同参
画推進課

「あいち女性輝きカンパニー」の認証を受けた中小企業者に対
し、事業資金を貸し付けている。

-

産業労
働部

中小企業金
融課

平成29年度から愛知県建設部総合評価落札方式において、「女
性の活躍促進宣言」を提出している企業や「あいち女性輝きカン
パニー」の認証を受けている企業を評価することで、女性の活躍
促進に向けた取組を促している。

-

建設部 建設企画課

841
総務部 人事課

管理職向けセミナー

職場環境の整備や女性職員のキャリア形成を推進する取組とし
て、人事配置や事務分担を決定する立場にある管理職員の意識
を高めるため、所属長を対象にセミナーを実施した。
・開催日H29.7.10、H29.7.19　参加者235人

421

育児支援・キャリアガイダ
ンス

育児休業の取得中はキャリアが中断することから、職員のスムー
ズな職務復帰の支援を行うとともに、本人の仕事に対するモチ
ベーションを高めるため、育休前や育休中、育休明けの県職員を
対象としたガイダンスを実施した。
・開催日H29.11.13　参加者105人

420

734
県民文
化部

男女共同参
画推進課

男女共同参画人材育成
事業

734

-
県民文
化部

男女共同参
画推進課

男女共同参画のつどい開
催費（Ⅰ－１①の再掲）

-

560
県民文
化部

男女共同参
画推進課

協働推進事業 560

県内女性団体の相互交流や女性の活躍に向けた気運醸成を図
るため、女性団体が行うイベントの情報共有や、取組の情報交換
等を実施した。（事務局：（公財）あいち男女共同参画財団、会
員：15団体）

-

県民文
化部

男女共同参
画推進課

-
県民文
化部

男女共同参
画推進課

働く女性のキャリアアッ
プ・交流事業費（Ⅱ－３③
の再掲）

-

基本的施策４　様々な分野における男女共同参画の推進
具体的な取
組の方向

施策の内容
29年度当初
予算額(千円)

部局 課室

-
県民文
化部

男女共同参
画推進課

男女共同参画人材育成
事業（Ⅱ－３④の再掲）

-

①
地
域
活
動
に
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画
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進
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へ
の
支
援

管理職として将来活躍する人材を育成するための「女性管理職
養成セミナー」や、働く女性同士の交流会を開催した。
○　女性管理職養成セミナー
・4日間×4コース　参加者81人
○　女性管理職の交流カフェ
・開催日H29.12.１(金)　参加者28人

女性の活躍促進事業費（一
部）

○　男女共同参画人材育成セミナー
政策・方針決定の場への女性の登用を積極的に推進するため、
とりわけ県内市町村において審議会等に登用できる人材の育成
を目的として、市町村から推薦を受けた方を対象にセミナーを実
施した。
・実施回数　年１回（８日間）　修了者　21人
○　フォローアップセミナー
過去の人材育成事業受講者で構成する地域実践活動グループ
の自主的で地域に根ざした活動の一層の推進を図るため、セミ
ナーを開催した。
・開催日H30.2.1（木）　参加者35人

あいち男女共同参画財団
補助金（一部）

○　男女共同参画人材育成セミナー
政策・方針決定の場への女性の登用を積極的に推進するため、
とりわけ県内市町村において審議会等に登用できる人材の育成
を目的として、市町村から推薦を受けた方を対象にセミナーを実
施した。
・実施日数　８日間　修了者　21人
○　フォローアップセミナー
過去の人材育成事業受講者で構成する地域実践活動グループ
の自主的で地域に根ざした活動の一層の推進を図るため、セミ
ナーを開催した。
・開催日H30.2.1（木）　参加者35人

○　ウィルあいちフェスタ
男女共同参画社会の実現に資する講演やシンポジウムなど、参
加団体が自ら企画したイベントを公募し、活動の発表の場を提供
した。
・開催日H29.11.18(土)　参加者700人
○　協働事業
女性団体、大学、企業等と協働して男女共同参画に関する事業
を行い、連携の強化を図った。

あいち女性連携フォーラム
の運営

中小企業金融対策事業費
（経済環境適応資金貸付
金）

男女共同参画推進事業費
（一部）

あいち男女共同参画財団
補助金（一部）

愛知県建設部総合評価落
札方式の運用

女性職員活躍促進事業費

あいち男女共同参画財団
補助金（一部）

施策名

男女共同参画社会の実現に向け、女性リーダーのネットワークを
推進するための事業を開催した。
○「2017あいち男女共同参画のつどい」の開催
・開催日H29.10.６(金)　参加者512人
活動事例発表及び講演会を実施

女性の活躍中小企業支援
事業費
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具体的な取
組の方向

施策の内容
29年度当初
予算額(千円)

部局 課室施策名

18
県民文
化部

男女共同参
画推進課

男女共同参画推進活動
者表彰

18

男女共同参画社会の実現と地域社会への貢献を目指して活動し
ている愛知県女性団体連盟（構成団体：14団体、会員数：約9万6
千人）に対し、運営費の補助を行った。

500

県民文
化部

男女共同参
画推進課

愛知県交通安全母の会（平成30年5月現在：関係市町村36、会
員数約63,000人）は、「交通安全は家庭から」を合言葉に、子ども
や高齢者を交通事故から守るために、県内各地域で実施する交
通安全活動を始めハンド・アップ広報隊活動や交通安全家族の
つどい等の啓発活動を展開していることから、同団体に事業費の
補助を行うことにより、母の会の交通安全啓発事業の拡大、充実
を促し、交通安全思想の普及を図った。

500

県民文
化部

地域安全課

愛知県地域活動連絡協議会（旧母親クラブ）等に対し、地域にお
ける子育て環境整備を推進するための事業を委託した。
○　公園の安全点検活動
遊具の安全性や防犯面の点検
○　交通安全啓発活動
交通安全マスコットを作成し、街頭配布
○　組織強化活動
各地域で取組事例や活動の発表、情報交換の実施

302

健康福
祉部

子育て支援
課

自ら課題を見つけ、解決に向けて行動するための、女性団体によ
る持続可能な社会づくりに向けた現代的な社会教育活動の研究
と、その結果を踏まえた実践活動を県内各地で行政と協働しなが
ら実施する事業を委託した。

370

教育委
員会

生涯学習課

市町村における女性教育活動の推進のため、地域の女性教育指
導者に対し研修会を実施し、指導者としての資質向上を図った。

132

教育委
員会

生涯学習課

市町村、自主防災組織、事業者団体、地域団体、ボランティア団
体等の県内各界各層の代表者による推進協議会を設置し、県内
における幅広い連携を図りながら、男女共同参画の視点も踏ま
え、防災活動に取組んだ。
○　あいち防災協働社会推進協議会の開催
○　防災貢献団体表彰
○　あいち防災協働社会推進大会（あいち防災フェスタ）の開催
・開催日H29.11.12（日）　参加者約6,000人

835

防災局 防災危機管
理課

大規模災害時における円滑なボランティアの受入体制作りのた
め、協定を結んだボランティア団体等と男女共同参画の視点も踏
まえた平常時から顔の見える関係作りを進める他、防災ボランティ
アコーディネーターの育成にも取組んだ。
○　連絡会の開催（4回）
○　広域ボランティア支援本部訓練
○　あいち防災フェスタの開催
・開催日H29.11.12（日）　参加者約6,000人
○　防災ボランティアコーディネーター養成講座の開催
・フォローアップ講座4回、レベルアップ講座1回
○　防災ボランティアに関する講演会等の実施

566

防災局 防災危機管
理課

愛知県防災会議の委員に女性を選任することで、女性の視点を
踏まえた「地域防災計画」の策定に取組んだ。
○　愛知県防災会議の開催
・開催日H29.5.30（火）　出席者67人（会長（知事）、委員）

1,346

防災局 防災危機管
理課

-
防災局 消防保安課

女性消防団員加入促進 -

愛知県婦人消防クラブ連絡協議会が、女性の防火意識の高揚の
ため、各家庭の防火診断を始め、火気使用器具類の正しい取扱
い方法や防火講習会の開催等、火災予防のための活動並びに
研究を行う。さらに本協議会の組織強化を図るため、未加入市町
村の結成促進に努めた。

-

防災局 消防保安課

①
地
域
活
動
に
お
け
る
男
女
共
同
参
画
の
推
進

②
防
災
分
野
に
お
け
る
男
女
共
同
参
画
の
推
進

母親クラブ活動促進事業費

女性団体連盟補助金

防災ボランティア活動支援
事業

消防団活動普及啓発事業
費(一部)

防災会議運営費

防災協働社会形成推進事
業

交通安全母の会事業費補
助金

県内消防団の活性化を図り、地域防災力の向上を目的に女性消
防団員の加入を促進した。平成29年度も引き続き、若者を対象に
大学等で消防団加入チラシを配布するなど加入促進に努めた。

男女共同参画社会の実現に向けて一層の活躍を期するために、
男女共同参画社会づくりを推進する上で顕著な功績を収めた個
人又は団体を表彰した。
・受賞者数　２人、１団体

婦人消防クラブ活動支援
【消防協会において事業実
施】

男女共同参画推進事業費
（一部）

女性教育指導者研修会費

女性団体活動促進費

－24－



具体的な取
組の方向

施策の内容
29年度当初
予算額(千円)

部局 課室施策名

②
防
災
分
野
に
お
け
る

男
女
共
同
参
画
の
推
進

女性消防団の活躍の場を広げるため、サイコロジカル・ファースト
エイド（災害時の心のケア）等、ワークショップを通じた女性消防団
のスキルアップを図るとともに、各市町村の女性消防団間におけ
る連携の強化を図った。
○　女性消防団活性化推進プログラム
事例発表、ワークショップ(サイコロジカル・ファーストエイド、各種
スキルアップ講座）
○　女性消防団員による消防団ＰＲ事業
ラジオ番組、県Ｗｅｂページ、ＳＮＳを活用した情報発信

1,858

防災局 消防保安課

未来の地域の担い手となる大学生がグローバルな視点を持って、
継続的にエコアクションを実施することができるよう、平成27年度
に立ち上げた「人づくり」プログラムである「かがやけ☆あいちサス
ティナ研究所」の取組を推進している。
平成29年度は、40名の大学生が研究員となって、10社のパート
ナー企業・団体から提示された環境課題に対して、解決策を提案
するとともに、その成果を広く発信した。

11,429

環境部 環境政策課

県民一人一人の省資源・省エネといった環境への負荷を減らす
エコアクション（環境配慮行動）を促進するため、県民参加型のイ
ベントを開催するとともに、環境学習施設などのネットワークを活
用した環境学習の提供やエコアクションに関する学習、情報発信
などができるＷｅｂページを運営した。

12,301

環境部 環境活動推
進課

「あいち森と緑づくり税」を活用して、市町村やNPO等を対象とし
た企画提案型の交付金事業を実施し、森と緑の保全のための自
発的な活動や、森と緑を社会全体で支える機運の醸成につなが
る環境学習に関する取組を支援した。

69,971

環境部 環境活動推
進課

本県の環境学習施設である「あいち環境学習プラザ」や「もりの学
舎」などで、県民向けに体験型の環境学習事業（空気や水の汚
れを調べる簡単な実験・講義、森の案内人と呼ばれるインタープ
リターによる自然体感プログラム、もりの学舎キッズクラブの運営
等）を実施した。
・実験・講義回数53回　受講者1,612人
・自然体験プログラム参加者　14,901人

7,511

環境部 環境活動推
進課

環境のことを考え、行動する人づくりを推進するため、インタープリ
ターによる自然体感プログラムを「子育て」の場に取り入れ、未就
学児童に、自然に向き合う体験を提供した。また、未就学期の自
然体験を通じた環境学習を広域的・継続的に実施するため、保
育士、幼稚園教諭などに対する研修を実施した。

8,437

環境部 環境活動推
進課

県民、事業者、行政が一体となってごみゼロ社会の形成を推進す
ることにより、公衆衛生、環境の保全、資源の有効利用を促進す
ることを目的に設立された「ごみゼロ社会推進あいち県民会議」
（事業者団体、消費者団体、女性団体、県内市町村等111団体で
構成）の事務局として、研修会等の開催、普及啓発、情報収集・
提供や調査・研究を行った。
○　ごみゼロ社会推進あいち県民大会
・開催日H29.11.18(土) のべ参加者数557人

734

環境部 資源循環推
進課

環境を総合的に捉え、持続可能な社会づくりに向け、産学官や
異業種間の連携を図り新規の環境ビジネスや環境施策等を自ら
プロデュースできる人材を育成した。
・期間H29.6月～11月のうち12日間　卒塾生20人

5,519

環境部 資源循環推
進課

県民、ＮＰＯ等団体、市町村及び県が一体となって、三河湾の環
境再生に向けた取組の機運を高めるため、「三河湾環境再生プ
ロジェクト －よみがえれ！生きものの里“三河湾”－」として、三河
湾環境再生体験会、三河湾環境学習会などの事業を実施した。

8,377

環境部 生活環境地
盤対策室

家庭の電気やガスなど使用量を記入するとＣＯ２排出量が確認で

きる環境家計簿を掲載したウェブサイトの管理、運営を行った。
-

環境部 地球温暖化
対策課

県内各地で観光を活用したまちづくりに取り組んでいる方を対象
にゼミ生を公募した。ゼミ生が、それぞれの地域の隠れた魅力を
紹介する観光コースを企画・発表し、ゼミ生の投票により、実際に
訪れるコースを選出の上、ゼミ生参加のモニターツアーを行い、
企画した地域のゼミ生が、他のゼミ生のおもてなしを行った。
・H29  ゼミ生数：71人（25市町村）

401

振興部 観光振興課

③
環
境
活
動

、
観
光
ま
ち
づ
く
り
分
野
に
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け
る
男
女
共
同
参
画
の
推
進

地球温暖化対策地域推進
費（家庭のＣＯ２見える化推

進事業費）

ごみゼロ社会推進あいち県
民会議

観光まちづくり推進事業

消防団加入促進事業費
消防団活性化対策事業費
（一部）
女性消防団活性化推進プ
ログラム事業

三河湾環境再生推進費（一
部）

持続可能な未来のあいちの
担い手育成事業

あいちエコアクション推進事
業

あいち森と緑づくり環境活
動・学習推進事業

環境学習プログラムの実施

インタープリター自然体感
推進事業

あいち環境塾

－25－
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施策の内容
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予算額(千円)

部局 課室施策名
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高校生が大学やＮＰＯ等の継続的な支援を受け、環境問題に関
するテーマについて調査・研究を行い、その結果を基に環境学
習プログラムを作成するとともに、作成したプログラムの普及・活用
を図ることで、高校生を中心とした若い世代の環境学習を推進し
た。

7,638

環境部 環境活動推
進課

257
農林水
産部

農業経営課

地域農業リーダー育成事
業

農業就業人口に占める女性の割合は5割を占め、農村地域や農
業経営における役割は極めて大きい。そのため、農村女性のリー
ダーとなる女性農業者を農村生活アドバイザーとして認定し、地
域農業の担い手の資質向上を図った。
○　愛知県農村生活アドバイザーの認定 24人
○　認定者に対する研修会（県域2回）の開催
・開催日Ｈ29.11.24（金）参加者21人、Ｈ30.1.24（水）参加者26人

257

3,916
農林水
産部

農業経営課

若手女性農業者育成事
業費

結婚などを機に農業に従事することとなった若手の女性農業者を
対象に、農業経営に関する基礎知識、栽培技術、農産加工技
術、ライフプランの樹立及び農業体験支援に関するヤングミセス
セミナー及び女性農業者応援企業セミナー（8地区計28回）を開
催した。

1,290

方針決定の場で活躍でき
る女性農業者育成事業
費

地域のリーダーである女性農業者を対象に、人材育成セミナー（3
地区計9回）、市町村幹部や農業協同組合長等との懇談会（3地
区計5回）を開催した。

432

女性起業家確保・育成事
業費

農業分野における女性起業家の確保・育成のため、女性起業家
や起業を志向する女性農業者を対象に、起業による女性経営者
の経営発展をめざす交流「あいちひめこらぼ起業研修会」（県域１
回）を開催した。
・開催日H29.10.11(水) 参加者34人

288

女性プラン推進事業費

会議構成員の市町村・ＪＡ等が男女共同参画促進に向けて取り組
む内容の提示と共有による連携促進会議（8地区計14回）を開催
した。また、家族経営協定に関する研修会（8地区計17回）を開催
した。

106

あいち農業女子現地交流
会開催費

農業をより身近に感じるための現地交流会（4コース、参加人数計
103人）を開催し、女性農業者の早期経営参画や就農を促進し
た。
・西三河コース：Ｈ29.9.2(土) 20人
・尾張コース：Ｈ29.9.10(日) 29人
・山間部コース:Ｈ29.10.29(日) 20人
・東三河コース：Ｈ29.11.12(日) 34人

1,800

地域農業のリーダーである「農村生活アドバイザー」による農村女
性の先導役としての活動を促進するため、家族経営協定の推進、
次代の後継者・担い手の育成、　地域における方針決定の場へ
の参画推進、　農業振興に関する助言を行った。

-

農林水
産部

農業経営課

2,123

産業労
働部

商業流通課

商店街女性部活性化の
推進

2,123

女性の活躍と雇用拡大を通じた新たな産業の創出、人材の育成
等に向けた研究会を開催した。（女性雇用促進グループ、１回）

265

産業労
働部

産業労働政
策課

⑤
科
学
技
術
・

学
術
分
野
に
お

け
る
男
女
共
同

参
画
の
推
進

製造業等理系分野に従事する女性技術者及び研究者の拡大を
図るため、女子中高生が大学及び企業の研究開発施設等を取
材し情報発信を行ったほか、成果発表会を開催した。
・開催日　取材ツアー：Ｈ29.8月のうち５日間　参加者75人
　　　　　 　成果発表会：Ｈ29.11.4（土）　参加者105人

-

県民文
化部

男女共同参
画推進課

④
農
林
水
産
分
野

、
商
工
業
分
野
に
お
け
る
男
女
共
同
参
画
の
推
進

商店街の女性部層の指導育成を図るため、愛知県商店街振興
組合連合会が実施する商店街女性部研修会、商店街女性部視
察交流会等に助成した。
○通常総会　1回
○セミナー・情報交換会　2回
○商店街女性部視察交流会　2回

高校生環境学習推進事業

農村生活アドバイザーによ
る女性農業者の活躍促進

女性農業者活躍支援事業費

女性の活躍理系女子応援
事業費（Ⅰ－２⑤の再掲）

あいち・ウーマノミクス推進
事業（あいち・ウーマノミクス
研究会開催）

商業振興事業費補助金（商
店街振興組合連合会事業
（一部））

農業改良普及指導費（一
部）

－26－



具体的な取
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施策の内容
29年度当初
予算額(千円)

部局 課室施策名

⑤
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る
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女
共
同

参
画
の
推
進

将来のモノづくりを支える人材の裾野拡大に貢献する少年少女
発明クラブに対し、より多くの少女たちの参加や定着を推し進める
ため、発明クラブの活動の活性化に寄与している女性指導員の
活躍を促進した。

197

産業労
働部

産業科学技
術課

基本的施策５　男性中心型労働慣行の見直しとワーク・ライフ・バランスの推進
具体的な取
組の方向

施策の内容
29年度当初
予算額(千円)

部局 課室

平成28年２月に策定した「あいち仕事と生活の調和行動計画
2016-2020」に基づき、官民が一体となった取組を推進した。
○　「あいちワーク・ライフ･バランス推進協議会」の開催
○　啓発資料の作成・配布

686

産業労
働部

労働福祉課

男女が共に、子育てや介護等ライフステージの各段階において、
多様で柔軟な働き方を選択でき、安心して働き続けられる職場環
境の整備を促進した。
○　あいちイクメン・イクボス応援会議の開催
○　仕事と介護の両立支援フォーラム・セミナーの開催
○　あいちワーク・ライフ・バランス推進運動の実施
○　仕事と家庭のインターンシップの実施

17,370

産業労
働部

労働福祉課

働き方の見直しについて、具体的な解決策を見い出せないでい
る企業に対し、専門家を「働き方改革アドバイザー」として派遣し、
企業内における職場環境改善の取組を支援した。
○　個別訪問による普及啓発
○　事前セミナーの開催
○　働き方改革アドバイザーの派遣
○　取組報告会の開催
○　ミニ就職フェア（企業説明会）の開催

10,793

産業労
働部

労働福祉課

新規学卒者等の若者が就職後に離職することなく安定して働き
続けられる環境を整備するため、職場内で相談相手となる人材の
養成や専門家の派遣等により、企業における職場定着の取組を
支援した。
○　「若者職場定着サポーター」養成講座の開催
○　働く若者の意識並びに企業の取組事例等の調査及び事例
集の作成、セミナー交流会の開催、会社合同説明会の開催
○　若者職場定着アドバイザーの派遣

8,719

産業労
働部

労働福祉課

県男性職員が職場に気兼ねなく安心して育児休業を取得できる
環境を整備するとともに、職場の負担軽減を図るため、短期の育
児の育児休業代替職員として臨時雇用職員を雇用し、県男性職
員の育児休業取得を促進した。

2,079

総務部 人事課

「職員のワーク・ライフ・バランス推進要綱」に基づく取組を推進し
た。
○　ワーク・ライフ・バランス推進強化月間（７月～８月）の実施

-

総務部 人事課

従業員の仕事と育児・介護等を両立できるよう積極的に取り組む
企業を「愛知県ファミリー・フレンドリー企業」として登録する制度
を運用し、その普及拡大を図る。
○　愛知県ファミリー・フレンドリー企業登録制度の運営
登録の推進、専用Ｗｅｂページでの登録企業や取組の紹介
○　ワーク・ライフ・バランス普及コンサルタント（社会保険労務士）
の派遣
・派遣回数24回
○　愛知県ファミリー・フレンドリー企業表彰の実施
・ファミリー・フレンドリー企業賞4社

1,671

産業労
働部

労働福祉課

男女が共に、子育てや介護等ライフステージの各段階において、
多様で柔軟な働き方を選択でき、安心して働き続けられる職場環
境の整備を促進した。
○　あいちイクメン・イクボス応援会議の開催
○　仕事と介護の両立支援フォーラム・セミナーの開催
○　あいちワーク・ライフ・バランス推進運動の実施
○　仕事と家庭のインターンシップの実施

-

産業労
働部

労働福祉課

時間当たりの成果を重視した働き方ができる組織の構築を目指
し、幹部職員を対象としたリーダー研修及び職場ごとにおける働
き方の見直し研修を実施した。
また、男女共同参画、ワークライフバランス推進等をテーマとした
意識改革教養を実施した。

3,427

警察本
部

警務課

①
働
き
方
の
見
直
し
と
ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス
の
推
進

②
職
場
に
お
け
る
仕
事
と
家
庭
生
活
の
両
立
支
援
の
取
組

短期育児休業促進事業費

警察職員に対する働き方の
見直し施策の推進

職場環境改善支援事業

あいち・ウーマノミクス推進
事業（少年少女発明クラブ
女性指導員活躍促進事業）

仕事と生活の両立支援促
進事業費

ワーク・ライフ・バランス普及
推進費

県職員向けワーク・ライフ・
バランスの推進

ファミリー・フレンドリー企業
推進費

施策名

仕事と生活の両立支援促
進事業費（Ⅱ－5①の再掲）

若者職場定着支援事業費
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具体的な取
組の方向

施策の内容
29年度当初
予算額(千円)

部局 課室施策名

-

警察本
部

警務課
厚生課

県男性職員に対する育児参加支援策「イクメンサポート」を実施し
た。
○　啓発資料の配布、育児支援制度説明会の開催
○　イクメンサポート面談の実施
○　「月１はぐみん年休」運動の実施

-

総務部 人事課

県男性職員が職場に気兼ねなく安心して育児休業を取得できる
環境を整備するとともに、職場の負担軽減を図るため、短期の育
児の育児休業代替職員として臨時雇用職員を雇用し、県男性職
員の育児休業取得を促進した。

-

総務部 人事課

-
県民文
化部

男女共同参
画推進課

男女共同参画セミナーの
開催（Ⅰ－１⑤の再掲）

-

父親と子どもが参加できるあそびの体験プログラムを活用し、市町
村担当者や子育てに関わる方を対象に研修を実施することで、
地域のイクメン育成のけん引役を養成するととともに、父親向けの
アドバイスブックを作成・配布し、父親等の育児参加を促進した。

9,200

健康福
祉部

子育て支援
課

毎月19日の「子育て応援の日（はぐみんデー）」をきっかけに、で
きることから子育てを応援する取組を行うことを呼びかけ、社会全
体で子育てを応援する機運の醸成を図るため、はぐみんデー普
及推進強化月間である11月を中心に、はぐみんデーの普及を目
的としたイベントの啓発活動を行った。

866

健康福
祉部

子育て支援
課

毎月19日を「おうちでごはんの日」とし、早めに帰宅して、家族や
友人と一緒に食卓を囲むよう、庁内放送を行うとともに、他部局と
連携した「育19キャンペーン」において街頭啓発活動を実施し
た。

-

農林水
産部

食育消費流
通課

504
教育委
員会

生涯学習課

あいちっこイキイキ子育て
支援地域交流会開催費

504

企業に講師を派遣し、家庭教育に関する研修を設けることを奨励
した。
○　職場内家庭教育研修会　年6回

-

教育委
員会

生涯学習課

時差勤務制度の拡充など、多様で弾力的な働き方を検討・推進
した。

-
総務部 人事課

企業経営者や働く人へワーク・ライフ・バランスの重要性を訴え、
推進するための普及啓発資料を作成した。
○　啓発資料の作成・配布

-

産業労
働部

労働福祉課

基本的施策６　就業環境の整備

具体的な取
組の方向

施策の内容
29年度当初
予算額(千円)

部局 課室

①
男
女
の
均
等
な
雇

用
機
会
と
待
遇
の
確

保
を
図
る
法
令
・
制

度
の
周
知 企業経営者や働く人へワーク・ライフ・バランスの重要性を訴え、

推進するための普及啓発資料を作成した。
○　啓発資料の作成・配布

-

産業労
働部

労働福祉課

④
多
様
で
柔

軟
な
働
き
方

の
推
進

②
職
場
に
お
け
る
仕
事
と
家

庭
生
活
の
両
立
支
援
の
取
組

③
男
性
が
家
庭
・
地
域
生
活
に
参
画
し
や
す
い
環
境
づ
く
り
の
推
進

警察職員に対する両立支
援施策の推進

あいちっこ子育て支援事業
費（一部）

イクメン・イクジィ育成推進
事業費

あいち男女共同参画財団
補助金（一部）

教育事務所単位で、乳幼児から小中学生の子供をもつ保護者、
家庭教育（子育て）支援者を対象とした交流会や学習会等を開催
した。

「育児短時間勤務者及び部分休業取得者の業務指定」を継続し
て実施し、制度を取得しやすい環境づくり及び組織負担の軽減を
図った。
○　警察共済組合愛知県支部がベビーシッター業者と法人契約
を締結し、職員が仕事に専念できる環境を整備
○　警察共済組合愛知県支部がホームヘルパー事業者と法人契
約を締結し、職員が子育てや介護等ライフステージの各段階に
おいて、様々なサポートを受けながら、安心して働き続けられる職
場環境の整備を促進
○　愛知県警察互助会からべビーシッター利用助成及び有料託
児施設利用助成を継続して実施

県男性職員向け「イクメンサ
ポート」の推進

子育て応援の日（はぐみん
デー）普及啓発事業

ワーク・ライフ・バランス普及
推進費 （Ⅱ－５④の再掲）

県職員向け多様で弾力的
な働き方の検討・推進

職場内家庭教育推進費（Ⅰ
－２②の再掲）

男女共同参画社会の実現に向けた課題の解決や新たな活動へ
のチャレンジ、多様な働き方を可能にする環境づくり、男女共同
参画により地域の課題に取り組む人材の養成などに役立つ講座
を開催した。
・全10講座（公開講座2回含む）　参加者1,062人

短期育児休業促進事業費
（Ⅱ－5②の再掲）

おうちでごはんの日普及啓
発

施策名

ワーク・ライフ・バランス普及
推進費

－28－



具体的な取
組の方向

施策の内容
29年度当初
予算額(千円)

部局 課室施策名

労使関係の安定を図るため、中小企業の労使関係者を対象に、
労務管理上の諸問題を解決するための個別指導を行った。また、
労働関係法令の基礎知識に関する資料等を情報提供した。

1,591

産業労
働部

労働福祉課

若者の就職を応援するため、愛知労働局と連携して運営する「ヤ
ング・ジョブ・あいち」において、就業相談から職業紹介まで幅広
い就職支援メニューをワンストップで提供した。

16,232

産業労
働部

就業促進課

「セクシュアル・ハラスメントの防止等に関する要綱」及び「妊娠・
出産・育児又は介護に関するハラスメントの防止等に関する要
綱」を庁内LANに載せ、すべての職員へ“セクシュアル・ハラスメ
ント等をしない”という意識を促すとともに、各種研修などの機会を
利用して、職員への注意喚起、指導及び相談窓口の案内を行っ
た。

-

総務部 人事課

企業経営者や働く人へワーク・ライフ・バランスの重要性を訴え、
推進するための普及啓発資料を作成した。
○　啓発資料の作成・配布

-

産業労
働部

労働福祉課

相談者が解決したいと望んでいる労働問題全般に対して、労働
法関係法令の知識や情報等を提供し、相談者の置かれた状況に
応じて、個別具体的な助言を行うことによって、問題の自主的解
決を支援した。
（ウインクあいち17階の労働相談コーナー及び各県民事務所産
業労働課等に労働相談員を配置し、労働者、経営者等からの相
談に応じるとともに、要望のあった市役所等に出向いて巡回労働
相談を実施）

1,013

産業労
働部

労働福祉課

初任者研修、新規採用実習助手・寄宿舎指導員研修、臨時教員
等研修、10年経験者研修において、「セクシュアル・ハラスメントの
防止等に関する要綱」の趣旨を徹底し、セクシュアル・ハラスメント
の防止に努めるとともに、相談窓口について周知を図った。さら
に、管理職員パワーアップ講座（校長・教頭・部主事）において
も、セクハラ・パワハラ防止の周知を行い、校内外のあらゆる機会
を捉えて、セクハラ・パワハラ防止を含めた不祥事防止の徹底を
図るよう、研修を行った。
また、リーフレットを活用し、セクハラ、わいせつ行為の防止を徹
底した。

-

教育委
員会

教職員課

ハラスメント防止対策要綱を定め、各種ハラスメントの定義、監督
者と職員の責務等を明らかにするとともに、各所属に相談窓口
を、警察本部に総合相談窓口をそれぞれ設置し、ハラスメントの
防止及び排除に向けた対策を推進した。

-

警察本
部

警務課

235,071
健康福
祉部

子育て支援
課

低年齢児途中入所円滑
化事業費

低年齢児の途中入所に対応するため、あらかじめ配置基準を超
えて保育士を配置するために必要な経費を補助した。

28,125

１歳児保育実施費
保育所における１歳児担当保育士の配置割合を国配置基準の6：
1より充実させるための運営費を補助した。

206,946

1,981,779

健康福
祉部

子育て支援
課

市町村事業費補助金（保
育サービス等の充実）

都道府県に基金を造成し、「新待機児童ゼロ作戦」による「保育
サービス等の充実」のため、子どもを安心して育てることができる
体制整備を行った市町村に補助した。

1,981,779

保育士の有資格者でありながら保育士として就労していない、い
わゆる「潜在保育士」の再就職の支援、保育所の潜在保育士活
用支援等を行う専任のコーディネーターを設置した「保育士・保
育所支援センター」を運営した。
これにより、保育需要の増大に伴い、保育士の確保を円滑に進
め、質の高い人材を確保することにより保育体制の整備を図っ
た。

6,070

健康福
祉部

子育て支援
課

14,969
健康福
祉部

子育て支援
課

保育教諭資格取得支援
事業費補助金

保育教諭の資格を取得するために必要となる費用の一部を補助
した。

1,449

保育士就職促進支援事
業費補助金

指定保育士養成施設が保育所への就職促進のために要した費
用の一部を補助した。

13,520

指定保育士養成施設に在学し、保育士資格の取得を目指す学
生に対し修学資金を貸し付ける事業を行うための補助を行った。

6,448

健康福
祉部

子育て支援
課

③
各
種
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
へ
の
対
策
の
推
進

②
非
正
規
労
働
者

の
雇
用
環
境
の
整

備
の
促
進

④
保
育
所
待
機
児
童
対
策
の
推
進

子育て支援対策基金事業
費（一部）

ヤング・ジョブ・あいちにお
ける相談対応、情報提供

中小企業労働相談費
（労働相談の実施）

保育士修学資金貸付事業
費

ワーク・ライフ・バランス普及
推進費（Ⅱ－５④の再掲）

労使関係調整費

保育所運営費補助金（一
部）

県職員のセクシュアル・ハラ
スメント等の防止対策の推
進

保育士・保育所支援セン
ター費

教職員のセクシュアル・ハラ
スメント等の防止対策の推
進

子育て支援関係職員研修
費（一部）

県警察職員の各種ハラスメ
ント防止対策の推進
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具体的な取
組の方向

施策の内容
29年度当初
予算額(千円)

部局 課室施策名

子どもの保護者の選択に基づき、市町村が私立の認定こども園、
私立幼稚園及び私立保育所において特定教育又は保育を実施
するための費用を負担及び補助した。

12,533,254

健康福
祉部

子育て支援
課

市町村の認可事業として実施する、地域型保育事業（家庭的保
育事業・小規模保育事業・事業所内保育事業・居宅訪問型保育
事業）を実施するために要する経費を負担することにより、待機児
童の解消を図るとともに、地域の実情に応じた多様な保育サービ
スを提供した。

1,626,662

健康福
祉部

子育て支援
課

児童福祉施設等の職員が出産又は疾病のため長期に渡り休暇
を取る場合に、代替職員の雇用に要する費用を補助した。

13,439
健康福
祉部

子育て支援
課

保育士等の追加的な処遇改善要件である、技能・経験に必要と
なるリーダー的な役割を求められる職員等に対する研修の体系
化を行い、研修を通じたキャリアアップが円滑に行われるよう研修
を実施した。

9,601

健康福
祉部

子育て支援
課

保育所等における保育士の負担を軽減し、保育士の離職防止を
図るため、保育士資格取得をめざす保育補助者の雇い上げに必
要な費用を貸付けた。

3,280

健康福
祉部

子育て支援
課

保育士等における保育士の負担を軽減するため、保育所等に勤
務する短時間勤務の保育補助者を雇い上げる費用の一部を補
助した。

73,648

健康福
祉部

子育て支援
課

10,176

健康福
祉部

子育て支援
課

民間保育所運営費補助
金

民間保育所の運営基盤の確立及び耐震化を図るため、市町村が
民間保育所における整備費借入金返済金、耐震改修費につい
て補助した場合、愛知県民間保育所運営費補助金交付要綱に
基づき、その補助額の1/2を市町村に対し補助した。

7,859

１歳児保育実施費（Ⅱ－６
④の再掲）

保育所における１歳児担当保育士の配置割合を国配置基準の6：
1より充実させるための運営費を補助した。

-

保育環境改善等事業費
保育所における障害児受入れのための小規模な施設改修に要
する経費の補助、認可外保育施設の衛生・安全対策の事業費補
助を行った。

2,317

498,889
健康福
祉部

子育て支援
課

延長保育事業費

勤労形態の多様化等に伴う延長保育の需要に対応するため、通
常の開所時間（11時間）を超えて保育を実施する又は、開所時間
内における利用時間帯を超えて保育を実施する市町村以外が設
置する保育所及び小規模保育事業所等の運営費を補助した。

288,267

病児保育事業費
病院等で病児・病後児を一時的に預かる場合や、保育所へ通所
中等の児童が体調不良になった場合、保護者が迎えに来るまで
保育所で保育をする経費を補助した。

210,622

事業所内保育の設置を推進するため、平成28年度に実施した追
跡調査で、回答があった企業等を対象に、制度説明や先行事例
紹介等の内容を盛込んだセミナーを開催した。
・開催日H29.8.1(火)　参加者108人

702

健康福
祉部

子育て支援
課

-

健康福
祉部

子育て支援
課

市町村事業費補助金（保
育サービス等の充実）

都道府県に基金を造成し、「新待機児童ゼロ作戦」による「保育
サービス等の充実」のため、子どもを安心して育てることができる
体制整備を行った市町村に補助した。

-

第三子以降児を保育所に入所させている保護者に対して、3歳到
達年度末まで保育料を無料又は軽減する市町村に対し、無料又
は軽減に要する費用を補助した。

164,493

健康福
祉部

子育て支援
課

病児・病後児保育の促進のため、病児・病後児保育促進モデル
事業により事業開始した市町村に運営費を補助する。また、病児
保育を担う人材の質の維持・向上を図るための研修を実施した。

3,002

健康福
祉部

子育て支援
課

市町村が市町村子ども・子育て支援事業計画に基づく病児保育
事業を実施するための施設として整備する経費について助成し
た。
・助成対象：1市1箇所

8,040

健康福
祉部

子育て支援
課

⑤
多
様
な
ニ
ー
ズ
に
対
応
し
た
保
育
サ
ー
ビ
ス
の
量
的
拡
充

④
保
育
所
待
機
児
童
対
策
の
推
進

保育士キャリアアップ研修
費

地域子ども・子育て支援事
業費補助金（一部）

地域型保育給付費負担金

第三子保育料無料化等事
業費補助金

病児・病後児保育普及促進
事業費

保育所運営費補助金（一
部）

保育補助者雇上強化事業
費補助金

保育補助者雇上費貸付事
業費

産休・病休代替職員設置費

子育て支援対策基金事業
費（一部）（Ⅱ－６④の再掲）

事業所内保育設置推進事
業費

施設型教育・保育給付費

病児保育施設整備費補助
金

－30－



具体的な取
組の方向

施策の内容
29年度当初
予算額(千円)

部局 課室施策名

共働き等の理由で昼間保護者がいない家庭の小学校就学児童
に、放課後や長期休暇時に小学校等の余裕教室、児童館等を利
用して適切な遊び及び生活の場を提供するための放課後児童ク
ラブの運営を支援した。
・52市町村1,421箇所

2,950,157

健康福
祉部

子育て支援
課

市町村が学校の余裕教室等の既存施設を改修し、放課後児童ク
ラブ実施施設として整備する経費について助成した。
・助成対象：6市町22箇所

28,209

健康福
祉部

子育て支援
課

新たに放課後児童クラブの整備を行うための経費へ補助した。
・助成対象：（整備）14市町35箇所

71,826

健康福
祉部

子育て支援
課

「放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準」に基
づき、放課後児童クラブに従事する放課後児童支援員の認定資
格研修を実施した。

6,710

健康福
祉部

子育て支援
課

放課後児童支援員の経験年数等に応じたより専門性の高い研修
を実施した。

3,654
健康福
祉部

子育て支援
課

放課後や週末等に小学校の余裕教室等を活用した子供の活動
拠点（居場所）を設け、地域の方々に教育活動推進員、教育活動
サポーター、ボランティアとして参加していただき、様々な体験活
動や学習活動の場を提供した。

305,097

教育委
員会

生涯学習課

介護サービス事業者に対する第三者評価事業の適切な推進を
図り、利用者が事業者を選ぶ仕組みを構築し、介護保険サービス
の質の向上を図るため、「介護サービスの情報の公表」、「地域密
着型サービス外部評価」を実施した。

43,879

健康福
祉部

高齢福祉課

介護支援専門員が業務を行う上での悩みや相談に応ずる窓口
を、愛知県居宅介護支援事業者連絡協議会に委託し、相談業務
を実施した。
・相談件数186件

1,159

健康福
祉部

高齢福祉課

介護保険サービスや他の保健・医療・福祉サービスを提供する事
業所・職種等との連絡調整など介護保険制度の円滑な運営を図
る上で重要な役割を担う介護支援専門員の研修等について検討
を行う介護支援専門員支援会議を行った。また、小規模多機能
型居宅介護事業所に勤務する介護支援専門員に対する研修を
行った。
・開催回数2回　受講者38人

767

健康福
祉部

高齢福祉課

294
健康福
祉部

認知症理解普及啓発事
業

294

介護サービス情報公表調査を希望する事業所を対象に、人材育
成が優良な介護サービス事業所を認証した。
・H29認証事業所　83件

2,183

健康福
祉部

高齢福祉課

基本的施策７　　女性への就業支援
具体的な取
組の方向

施策の内容
29年度当初
予算額(千円)

部局 課室

就職、起業、キャリアアップ、NPO・ボランティア活動など、「何かし
たい」「何か始めたい」女性を総合的に支援する情報サイトを運営
した。

-

県民文
化部

男女共同参
画推進課

出産・子育て等で離職した女性の再就職を支援するために、あい
ち子育て女性再就職サポートセンターを運営し、相談・カウンセリ
ング、ワークショップ、職場実習、再就職相談会を実施した。

19,429

産業労
働部

労働福祉課

200
県民文
化部

男女共同参
画推進課

男女共同参画セミナーの
開催（Ⅰ－１⑤の再掲）

男女共同参画社会の実現に向けた課題の解決や新たな活動へ
のチャレンジ、多様な働き方を可能にする環境づくり、男女共同
参画により地域の課題に取り組む人材の養成などに役立つ講座
を開催した。
・全10講座(公開講座2回含む)　参加者1,062人

-

女性の再チャレンジ支援
事業

子育て等でいったん仕事を中断した女性の社会参画を支援する
ため、起業についての相談を実施した。

200

⑦
介
護
支
援
の
充
実

②
女
性
の
起
業
へ
の
支
援

⑥
放
課
後
子
ど
も
総
合
プ
ラ
ン
の
充
実

①
女
性
の
再
就
職

支
援

女性のチャレンジ応援サイ
ト「愛・チャレンジ」による情
報提供

地域包括ケ
ア・認知症対
策室

施策名

介護サービス第三者評価
推進事業費

放課後児童支援員キャリア
アップ研修費

放課後児童支援員研修費

地域住民や関係団体等を対象とし、認知症についての正しい知
識をもち、地域で暮らす認知症の方とその家族のよき理解者、支
援者となるための「認知症サポーター養成講座」を開催した。

地域医療支援事業費（一
部）

介護事業所人材育成認証
評価事業費

介護支援専門員等資質向
上事業費

あいち男女共同参画財団
補助金（一部）

介護支援専門員研修事業
費

放課後児童健全育成事業
費

放課後子ども教室推進事業
費

放課後児童クラブ整備費補
助金

放課後児童クラブ設置促進
事業費

子育て女性再就職支援事
業

－31－



具体的な取
組の方向

施策の内容
29年度当初
予算額(千円)

部局 課室施策名

○　創業コーディネーター支援事業、創業プラザ事業及び革新
起業家創出支援事業
創業準備スペース等を提供する「創業プラザあいち」において、
創業に関する専門家が相談に応じるほか、県内で起業を予定し
ている者を対象とした「あいち創業道場」や平日受講できない者
を対象とした「土曜集中講座」を開催した。
○　女性起業家支援事業
女性起業家及び起業を考えている女性を対象に、起業や事業運
営をテーマとしたセミナー並びに交流会を開催した。
・開催日H30.2.22(木）　参加者93人

8,027

産業労
働部

中小企業金
融課

若手女性起業家の育成を支援
○　女性起業コーディネーターの育成（１回）
○　女性を対象としたソーシャルビジネスプランコンテストの開催
・知事賞３件、協賛機関賞７件

4,800

産業労
働部

産業労働政
策課

病院に従事する職員の離職防止及び再就職の促進を図るため、
院内保育施設の運営費に対し助成した。

381,020
健康福
祉部

医務課

看護教員等指導者の養成、施設内教育の支援、再就業の促進
のための研修、継続教育に関する普及啓発など多角的な研修事
業を実施するため、総合看護専門学校内に平成15年度から「看
護研修センター」を設置・運営した。

2,212

健康福
祉部

医務課

看護職定着支援業務
新人看護職員の離職防止対策として、新人看護職員の指導者確
保が困難な中小病院等に対し、職員を派遣して研修等を実施し
た。

170

看護職カムバック研修
再就業に必要な知識や技術を習得し、就業を促進するための実
務研修を実施した。

2,042

看護師等の人材確保の促進に関する法律に基づき、平成5年度
から愛知県ナースセンターを設置（（公社）愛知県看護協会に委
託）し、看護師等就業促進事業や看護に関する啓発活動などを
実施している。また、平成15年度からは、豊橋支所、平成27年度
からは名駅支所を設置し、再就業策の強化を図っている。
○　看護師等就業促進事業（就業相談など）
○　看護に関する啓発活動（ガイドブックの作成、進路相談など）
・H29　ナースセンター利用者の就職者1,304人

109,716

健康福
祉部

医務課

職場を離れた女性医師の復職支援、短時間勤務等を取り入れる
医療機関への助成など、女性医師が育児をしながら働くことがで
きる体制整備への支援を行った。

49,798

健康福
祉部

医務課

キャリア教育推進事業
県内の医学部を有する大学に対し、女性医師のキャリア形成など
に係る医学部生への講習会等の実施に係る経費を助成した。

780

女性医師復職研修事業
県内の医学部を有する大学及び病院に対し、育児等で現場から
離れている女性医師の復職トレーニングの実施に係る経費を助
成した。

2,938

短時間勤務制度等利用
促進事業

女性医師の就労継続支援のため、医療機関に対し、育児中の女
性医師が短時間勤務制度等を利用する際に要する、代替医師の
人件費を助成した。

46,080

医療機関においては、医師・看護師等の離職防止や医療安全の
確保を図るため、医療勤務環境の改善に努めることとされ、県で
は、こうした取組を支援するため医療勤務環境改善支援センター
を設置し、相談に応じるほか、必要な情報の提供を行うなど総合
的な支援を行った。

4,539

健康福
祉部

医務課

91,454

院内保育所の設置
病院に勤務する生後6月から3歳の子どもを持つ医療従事者の希
望にかなった職場復帰を可能とするため、院内において安心して
子どもを預けることのできる保育施設を運営し、就業を支援した。

78,193

看護職員宿舎の設置

病院に勤務する看護職員を対象に、各病院の近隣に位置する賃
貸マンションの一部を借り上げ、低廉な負担金による入居を可能
とし、県外出身者等の住宅事情を改善するとともに、職住近接に
より就業を支援した。

13,261

③
女
性
医
師
等
医
療
従
事
者
に
対
す
る
就
業
支
援

病院内保育所運営費補助
金

②
女
性
の
起
業
へ
の
支
援

県立病院事業費（一部） 病院事
業庁

管理課

医療勤務環境改善支援セ
ンター事業費

ナースセンター費

あいち・ウーマノミクス推進
事業（女性起業家育成・促
進事業）

中小企業総合支援事業費
補助金（うち創業コーディ
ネーター支援事業、創業プ
ラザ事業及び革新起業家
創出支援事業）（うち女性起
業家支援事業）

女性医師等就労支援事業
費補助金

看護研修センター費（一部）

－32－



具体的な取
組の方向

施策の内容
29年度当初
予算額(千円)

部局 課室施策名

社会福祉法に基づき、福祉人材センターとして指定した(社福)愛
知県社会福祉協議会が、福祉人材無料職業紹介所（県福祉人
材センター、豊橋市福祉人材バンク）の運営、社会福祉事業従事
希望者に対する説明会、就職相談事業及びセミナー等を実施
し、就職活動を支援した。

21,343

健康福
祉部

地域福祉課

学生や資格取得見込者を対象とした施設見学、専門員によるハ
ローワークや大学等への巡回相談、職場体験機会の提供、福祉
系高校や大学への出張セミナーの実施、介護職への理解促進と
イメージアップのため、若い世代を対象としたPR活動等を行い、
福祉・介護人材の参入、定着を図った。

360,574

健康福
祉部

地域福祉課

（社福）愛知県社会福祉協議会が、介護福祉士の資格取得を目
指す学生等に対する修学資金や実務者研修の受講費用、及び
離職した介護人材のための再就職準備金の貸付をするための原
資補助を行うことで、一億総活躍社会の実現に向けて、求められ
る介護サービスを提供できるよう、福祉・介護人材の確保を図っ
た。

40,763

健康福
祉部

地域福祉課

介護施設に従事する職員の離職防止及び再就業の促進を図るこ
とを目的として、介護従事者のための介護施設内保育施設の運
営費に対して助成した。
・H29補助対象施設　25保育所

169,393

健康福
祉部

高齢福祉課

モノづくり現場で活躍する女性の事例等の調査、その女性たちを
紹介するパンフレットの作成及び交流会の開催
・事例調査対象　30件
・パンフレット作成数　4,000部
・交流会　開催日H29.11.8(水)～H29.11.10(金)、H30.3.16(金)
参加者58人

3,908

産業労
働部

産業振興課

工事現場において、女性も含め誰もが働きやすい現場環境とす
るため、男女別トイレや更衣室等を設置した。

－
建設部 建設企画課

重点目標Ⅲ　　安心して暮らせる社会づくり

基本的施策８　　人権の尊重と様々な困難を抱える人々への支援
具体的な取
組の方向

施策の内容
29年度当初
予算額(千円)

部局 課室

24,931
県民文
化部

人権推進室

あいち人権啓発プラザの
運営

847

人権週間広報等の実施 16,114

人権講演会、人権ユニ
バーサル事業の実施

4,379

研修会等の開催 366

人権情報紙の発行 613

人権啓発資料の作成・配
布等

2,612

人権に関する学習機会を増やすため、県内の企業・諸団体、市
町村及び県の各部局が実施する職場研修の講師として職員を派
遣した。
・派遣回数58回

-

県民文
化部

人権推進室

-
県民文
化部

男女共同参
画推進課

ウィルあいち情報ライブラ
リーの運営（Ⅰ－１②の再
掲）

-

2,209

人権教育指導者研修会
費

2,153

人権教育啓発資料作成
費

56

①
人
権
教
育
・
啓
発
の
推
進

○　パネル展示
「ＤＶ」及び「人権」のパネルと関連図書を展示した。

女性総合センター管理運営
委託費（一部）

あいち・ウーマノミクス推進
事業（働く女子魅力発信事
業）

教育委
員会

生涯学習課

福祉人材センター費

誰もが働きやすい現場環境
整備工事

人権問題について教育・啓発を行い、県民の人権意識の高揚を
図った。
○　人権講演会（講演、映画上映、啓発パネル展示等）、人権ユ
ニバーサル事業、研修等の実施
○　新聞、交通広告等による人権啓発広報の実施
○　人権啓発図書及びＤＶＤ等の貸出し、人権啓発プラザにおけ
る企画展の実施
○　人権啓発パンフレット等の作成及び配布

福祉・介護人材確保対策費

④
介
護
分
野
へ
の
就
業
支
援

⑤
モ
ノ
づ
く
り
分
野

へ
の
就
業
支
援

社会教育指導費

介護福祉士等修学資金貸
付事業費

施策名

介護施設内保育所運営費
補助金

職員の研修派遣

人権問題啓発推進事業費

社会教育分野で指導的役割を担う人々を対象に、広く人権問題
に対する理解と認識を深め、差別意識の解消を図るとともに、人
権に関わる問題の解決に資することができるよう、学習活動を総
合的に推進した。
○　人権教育指導者研修会
・中央研修会　4回、地区研修会　10回
○　人権教育啓発資料作成・配布
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具体的な取
組の方向

施策の内容
29年度当初
予算額(千円)

部局 課室施策名

-
県民文
化部

人権推進室

人権講演会、人権ユニ
バーサル事業の実施（Ⅲ
－８①の再掲）

-

研修会等の開催（Ⅲ－８
①の再掲）

-

-
県民文
化部

男女共同参
画推進課

ウィルあいち情報ライブラ
リーの運営（Ⅰ－１②の再
掲）

-

-
教育委
員会

生涯学習課

人権教育指導者研修会
費（Ⅲ－８①の再掲）

-

人権教育啓発資料作成
費（Ⅲ－８①の再掲）

-

-
県民文
化部

人権推進室

研修会等の開催（Ⅲ－８
①の再掲）

-

人権に関する学習機会を増やすため、県内の企業・諸団体、市
町村及び県の各部局が実施する職場研修の講師として職員を派
遣した。
・派遣回数　58回

-

県民文
化部

人権推進室

96
県民文
化部

男女共同参
画推進課

ＤＶ防止啓発資材の配布 96

-
県民文
化部

男女共同参
画推進課

ウィルあいち情報ライブラ
リーの運営（Ⅰ－１②の再
掲）

-

-

健康福
祉部

児童家庭課

相談員費 -

101,879
健康福
祉部

児童家庭課

母子・父子自立支援員費
母子家庭及び父子家庭並びに寡婦の相談に応じ、その自立に
必要な助言指導を行うとともに、職業能力の向上及び求職活動に
関する支援を行い、総合的な母子家庭等対策を推進した。

21,319

母子家庭等就業支援セ
ンター事業費

母子家庭及び父子家庭並びに寡婦の就業を促進し、自立支援を
推進するために就業相談、就業支援講習会の実施、就業情報等
の提供等、一貫した就業支援サービスや、養育費の相談等の生
活支援サービスを行った。

21,445

母子家庭等就職活動支
援費

求人情報のメール配信、キャリアカウンセリング事業を行った。 11,120

母子・父子家庭自立支援
給付金支給費

資格取得を目指す母子家庭の母又は父子家庭の父に対して給
付金を支給し、母子家庭の母等の就業促進を図った。

10,534

母子家庭等日常生活支
援事業費補助金

母子家庭等が一時的な傷病あるいは社会的事由により日常生活
を営むのに支障のある場合、市町村が実施する家庭生活支援員
を派遣して日常生活の支援を行う事業に対して補助を行った。

2,336

女性総合センター管理運営
委託費（一部） ○　情報ライブラリーフェスタ

男女共同参画社会の実現に役立つ情報発信のための展示を年2
回実施した。
・テーマ「ＬＧＢＴの基礎知識」、「働き方改革でどうなる？？」

②
性
的
少
数
者
へ
の
理
解
促
進

女性総合センター管理運営
委託費（一部）

○　パネル展示
「ＤＶ」及び「人権」のパネルと関連図書を展示した。

男女共同参画推進事業費
（一部）

母子家庭等自立支援対策
費

人権問題について教育・啓発を行い、県民の人権意識の高揚を
図った。
○　人権講演会（講演、映画上映、啓発パネル展示等）、人権ユ
ニバーサル事業、研修等の実施

人権問題について教育・啓発を行い、県民の人権意識の高揚を
図った。
・開催回数　全３回

人権問題啓発推進事業費

③
複
合
的
に
困
難
な
状
況
に
置
か
れ
て
い
る
人
々
へ
の
支
援

④
母
子
・
父
子
世
帯
の
自
立
し
た
生
活
に
対
す
る

支
援

人権問題啓発推進事業費
（一部）

社会教育指導費

ＤＶの防止の啓発や相談窓口の情報提供を行うため、ＤＶ防止啓
発資料を配布した。
・発行部数10,000部

社会教育分野で指導的役割を担う人々を対象に、広く人権問題
に対する理解と認識を深め、差別意識の解消を図るとともに、人
権に関わる問題の解決に資することができるよう、学習活動を総
合的に推進した。
○　人権教育指導者研修会
・中央研修会　4回、地区研修会　10回
○　人権教育啓発資料作成・配布

女性相談センター及び駐在室（県福祉相談センター内）に相談
員を配置し、女性の家庭問題や対人関係など、各般にわたる諸
問題の相談支援を行った。また、当該相談員の資質向上等を
図った。

女性相談センター管理運営
事業費（一部）
（Ⅲ－９②の再掲）

職員の研修派遣（Ⅲ－８①
の再掲）
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具体的な取
組の方向

施策の内容
29年度当初
予算額(千円)

部局 課室施策名

母子家庭等生活向上事
業費補助金

母子家庭等の生活の安定を図るため、市町村が実施する生活支
援講習会、学習支援等の事業に対して補助を行った。

29,135

母子・父子家庭高等職業
訓練促進資金貸付事業
費

既存事業の「高等職業訓練促進給付金」を活用して養成機関に
在学し、就職に有利な資格の取得を目指すひとり親家庭の親に
対し入学準備金・就職準備金を貸し付ける事業を行った。

5,990

母子家庭及び父子家庭並びに寡婦に対し貸付けを行い、その経
済的自立の支援と生活意欲の助長を図った。

102,999
健康福
祉部

児童家庭課

父又は母と生計を同じくしていない家庭等の児童を監護・養育し
ている者に手当を支給し、児童の福祉の増進を図った。

1,235,010
健康福
祉部

児童家庭課

父又は母と生計を同じくしていない家庭等の児童を監護・養育し
ている者に手当を支給し、児童の福祉の増進を図った。

1,852,083
健康福
祉部

児童家庭課

母子家庭及び父子家庭の健康の向上と福祉の増進を図るため、
母子家庭及び父子家庭の親子が、必要な医療を安心して受けら
れるように医療保険における自己負担相当額を公費で助成を
行った。

2,401,457

健康福
祉部

国民健康保
険課

高齢者、障害者、外国人、一人親、小さい子ども有、被災者、失
業者、ＤＶ被害者等の世帯（高齢者等）の入居を拒まない賃貸住
宅（あんしん賃貸住宅）やサービス付き高齢者向け住宅を登録
し、その情報を高齢者等に提供した。

4,551

建設部 住宅計画課

母子世帯及び父子世帯を始めとする福祉世帯に対して、一般世
帯に優先する募集（抽選）を実施した。

-

建設部 県営住宅管
理室

母子世帯や父子世帯を始めとする福祉世帯は、所得月額が一定
の基準を下回るときには家賃の減額を受けることができる。
・H29減額件数344件、減額総額8,739千円

-

建設部 県営住宅管
理室

高齢者が要介護状態になることを予防するとともに、要介護状態
になっても、できる限り地域において自立した生活を営むことがで
きるよう支援するため、市町村が実施する地域支援事業に助成し
た。
・対象　名古屋市始め５１保険者

4,081,434

健康福
祉部

地域包括ケ
ア・認知症対
策室

自立支援・介護予防の観点を踏まえた地域ケア会議の活用のた
め、市町村支援を実施した。
○　アドバイザーの派遣　23回、研修の実施　1回
市町村における効果的な「介護予防・日常生活支援総合事業
（新しい総合事業）」の実施を支援するため、「新しい総合事業対
応研修」を実施した。
○　地区研修会　４回、全体研修会　１回

1,687

健康福
祉部

地域包括ケ
ア・認知症対
策室

高齢者の生きがいと健康づくりに資する活動を行っている「老人ク
ラブ」及び「市町村老人クラブ連合会」の活動に対し活動費の一
部を助成した。
愛知県老人クラブ連合会が行う高齢者世帯訪問や日常生活支援
活動に対し、活動費の一部を助成した。

109,655

健康福
祉部

高齢福祉課

高齢者の生きがいと健康づくり推進事業を実施した。
○　あいちシルバーカレッジ運営事業
○　生き生き長寿フェア開催事業
○　長寿情報提供事業
○　全国健康福祉祭派遣事業

50,104

健康福
祉部

高齢福祉課

高齢者の健康保持と生きがいを高めるため、各種スポーツ大会の
開催に要する経費の一部を助成した。
○　愛知県老人スポーツ大会
○　愛知県老人クラブゲートボール大会
○　高齢者の体力測定を実施

572

健康福
祉部

高齢福祉課

高齢者の生活支援・介護予防サービスの提供体制の構築に向
け、資源開発やネットワーク構築などのコーディネート業務を行う
生活支援コーディネーターの養成や資質向上を図るための研修
を実施した。
○　研修４回

1,350

健康福
祉部

地域包括ケ
ア・認知症対
策室

⑤
高
齢
者
の
自
立
し
た
生
活
に
対
す
る
支
援

母子父子寡婦福祉資金貸
付事業費

母子・父子世帯県営住宅優
先入居

④
母
子
・
父
子
世
帯
の
自
立
し
た
生
活
に
対
す
る
支
援

遺児手当支給費

地域支援事業交付金

生活支援コーディネーター
の養成

介護予防サービス実施支
援事業

母子・父子世帯県営住宅家
賃福祉減額制度

児童扶養手当支給費

母子・父子家庭医療事業費
補助金

高齢者スポーツ普及費補助

福祉生きがいセンター費

高齢者地域福祉推進事業
費補助金

高齢者等居住安定推進事
業費
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具体的な取
組の方向

施策の内容
29年度当初
予算額(千円)

部局 課室施策名

○　中高年齢離職者再就職支援セミナー（７回）
中高年齢離職者等に対し、再就職に必要な知識を身につけるた
めの就職支援セミナーを開催し、円滑な再就職を支援した。
○　高齢者雇用推進セミナー
65歳までの雇用を確保し高年齢者の雇用の安定を図るため、企
業等に対する高齢者雇用推進セミナーの開催により高年齢者雇
用を促した。
・開催日H29.10.11(水)　参加者165人

462

産業労
働部

就業促進課

高齢者、障害者、外国人、一人親、小さい子ども有、被災者、失
業者、ＤＶ被害者等の世帯（高齢者等）の入居を拒まない賃貸住
宅（あんしん賃貸住宅）やサービス付き高齢者向け住宅を登録
し、その情報を高齢者等に提供した。

-

建設部 住宅計画課

高齢者の身体機能に対応した良質な賃貸住宅の供給を促進す
るため、民間の土地所有者等が整備する賃貸住宅に対し国及び
県が家賃の低廉化に要する費用を助成した。

33,447

建設部 住宅計画課

高齢者世帯、障害者世帯、子育て世帯等、居住の安定に特に配
慮が必要な世帯に対し、良好な住居環境の賃貸住宅の供給を促
進することを目的として、愛知県地域優良賃貸住宅制度により賃
貸住宅の整備等に係る費用に対する助成を行った。（町村の区
域のみ）

-

建設部 住宅計画課

225,017
建設部 公営住宅課

シルバーハウジングの供
給

225,017

昭和46年度から平成2年度までに建設された県営住宅の中で、
エレベータ設備のある中・高層（4階以上）の住棟について、高齢
者の身体機能の低下に配慮した床段差の解消、手すりの設置な
どの改善を行い、高齢者が安全に生活できるようバリアフリー化を
推進した。

12,811

建設部 公営住宅課

高齢者世帯や心身障害者世帯を始めとする福祉世帯は、所得月
額が一定の基準を下回るときには家賃の減額を受けることができ
る。
・H29福祉減額件数431件、減額総額10,988千円

-

建設部 県営住宅管
理室

高齢者世帯、心身障害者世帯を始めとする福祉世帯に対して、
一般世帯に優先する募集（抽選）を実施した。

-

建設部 県営住宅管
理室

公益財団法人愛知県国際交流協会において、外国人相談を行う
とともに、外国人向けの生活情報を提供した。

22,430
県民文
化部

多文化共生
推進室

外国人相談・多文化ソー
シャルワーカー事業

日系人を始めとする 外国人県民が日本社会の中で安心して快
適に生活していけるよう多文化ソーシャルワーカーによる相談・情
報提供及び複雑な問題に対する継続的支援を行った。
日本語（月～土）　ポルトガル語（月～土）　スペイン語（月～金）
英語（月・火・木・金）　中国語（月）　フィリピノ語／タガログ語（水）

21,945

多言語による外国人向け
生活情報提供事業

愛知県内で生活する外国人の生活利便の向上を図るため、必要
な情報を掲載した冊子を発行した。また、ＦＭラジオ放送を通じて
多言語で防災情報や生活情報を提供した。

485

3,336
県民文
化部

多文化共生
推進室

あいち医療通訳システム
推進協議会負担金

3,336

-
県民文
化部

男女共同参
画推進課

ＤＶ防止啓発資材の配布
（Ⅲ－８③の再掲）

-

554
健康福
祉部

児童家庭課

女性相談センターでの通
訳雇上げ

554

女性相談センターにおいて一時保護された外国人との面談に対
応するため通訳を雇い上げた。

⑤
高
齢
者
の
自
立
し
た
生
活
に
対
す
る
支
援

外国人県民が安心して医療機関などを受診できるよう、医療通訳
者の派遣や電話通訳等を利用できる「あいち医療通訳システム」
の運用を行った。

⑥
外
国
人
の
自
立
し
た
生
活
に
対
す
る
支
援

ドメスティック・バイオレンス
対策費　（一部）

高齢者世帯県営住宅家賃
福祉減額制度

中高年齢者雇用促進対策
費

普通県営住宅建設費（一
部）

多文化共生推進事業費（一
部）

高齢者世帯県営住宅優先
入居

既設県営住宅改善事業費

愛知県国際交流協会運営
費補助金（一部）

ＤＶの防止の啓発や相談窓口の情報提供を行うため、ＤＶ防止啓
発資料を配布した。
・発行部数10,000部

高齢者向け優良賃貸住宅
供給促進事業費

男女共同参画推進事業費
（一部）

地域優良賃貸住宅供給促
進事業費

高齢者等居住安定推進事
業費
（Ⅲ－８④の再掲）

県営住宅に入居する一人暮らしの高齢者や、高齢者のみの夫婦
等の世帯であっても、安心して快適な生活を営むことができるよ
う、緊急通報システムや安否確認システムを設置し、生活援助員
（ライフサポートアドバイザー）による生活支援サービスを受けられ
る高齢者の生活特性に配慮した住宅（シルバーハウジング）を供
給した。
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具体的な取
組の方向

施策の内容
29年度当初
予算額(千円)

部局 課室施策名

⑥
外
国
人
の

自
立
し
た
生

活
に
対
す
る

支
援 高齢者、障害者、外国人、一人親、小さい子ども有、被災者、失

業者、ＤＶ被害者等の世帯（高齢者等）の入居を拒まない賃貸住
宅（あんしん賃貸住宅）やサービス付き高齢者向け住宅を登録
し、その情報を高齢者等に提供した。

-

建設部 住宅計画課

基本的施策９　　女性に対するあらゆる暴力の根絶
具体的な取
組の方向

施策の内容
29年度当初
予算額(千円)

部局 課室

-
県民文
化部

男女共同参
画推進課

ＤＶ防止啓発資材の配布
（Ⅲ－８③の再掲）

-

-
県民文
化部

男女共同参
画推進課

ウィルあいち情報ライブラ
リーの運営（Ⅰ－１②の再
掲）

-

590
健康福
祉部

児童家庭課

ＤＶ理解の出前講座の実
施

590

110,622

健康福
祉部

児童家庭課

相談センター費 2,308

一時保護所費 37,694

相談員費 70,620

ＤＶ被害女性等を婦人保護施設に保護し、必要な生活指導・職
業指導等を行い、自立支援を図った。

142,925
健康福
祉部

児童家庭課

2,261
健康福
祉部

児童家庭課

専門相談の実施 1,789

ＤＶ被害者保護支援ネッ
トワーク会議の開催

192

女性相談センターでの通
訳雇上げ(Ⅲ－８⑥の再
掲）

-

ＤＶ基本計画の策定 280

ＤＶ被害者世帯を始めとする福祉世帯に対して、一般世帯に優
先する募集（抽選）を実施した。

-
建設部 県営住宅管

理室

高齢者、障害者、外国人、一人親、小さい子ども有、被災者、失
業者、ＤＶ被害者等の世帯（高齢者等）の入居を拒まない賃貸住
宅（あんしん賃貸住宅）やサービス付き高齢者向け住宅を登録
し、その情報を高齢者等に提供した。

-

建設部 住宅計画課

ＤＶ事案の特性を踏まえ、被害者の意向を尊重し、刑事手続き、
防犯指導、援助等を行った。

-
警察本
部

子ども女性
安全対策課

-
県民文
化部

社会活動推
進課

青少年保護育成条例の
効果的運用及び地域に
おける有害環境浄化運動

-

女性総合センター管理運営
委託費（一部）

○　パネル展示
「ＤＶ」及び「人権」のパネルと関連図書を展示した。

①
Ｄ
Ｖ
理
解
の
た
め
の
広
報
・
啓
発
の
推
進

②
Ｄ
Ｖ
被
害
者
支
援
体
制
の
充
実

③
性
犯
罪

、
売
買
春

、
人
身

取
引

、
ス
ト
ー
カ
ー
行
為

な
ど
へ
の
対
策
の
推
進

高齢者等居住安定推進事
業費（Ⅲ－８④の再掲）

ドメスティック・バイオレンス
対策費　（一部）

ＤＶ・ストーカー総合対策

ドメスティック・バイオレンス
対策費　（一部）

非行防止対策事業費（一
部） 青少年に対する性的な行為に関する規制や有害な図書類の販

売等に関する規制、青少年が使用する携帯電話・スマートフォン
へのフィルタリングの普及を図るとともに、青少年保護育成条例に
ついて広く県民に周知した。
また、同条例に基づき、近年出現した「ＪＫビジネス」の営業形態を
「有害役務営業」と定義し、その「有害役務営業」を営む者等に関
する規制とともに、青少年が「ＪＫビジネス」に従事することの危険
性について周知啓発を図った。
さらに、青少年の非行・被害防止に取り組む県民運動（夏期、冬
期）においては全県をあげて非行・被害防止活動に取り組むとと
もに、啓発活動等の実施により、有害環境浄化運動に努めた。

高齢者等居住安定推進事
業費（Ⅲ－８④の再掲）

女性の家庭問題や対人関係など、各般にわたる諸問題の相談を
行うとともに、必要に応じて問題解決のための調査、医学的、心
理学的及び職能的判定並びに指導を行い、女性の転落防止と
配偶者からの暴力被害者へ必要な助言を行う。また、必要に応じ
て一時保護を行った。
さらに、女性相談センター及び駐在室（県福祉相談センター内）
に相談員を配置し、要保護女子の発見、転落の未然防止及び保
護更生を図るとともに、ＤＶ被害女性等の相談を行った。

市町村、大学、高校等が開催する研修会等へ講師を派遣した。

配偶者からの暴力防止と被害者の自立を支援するため、次の事
業を実施した。
○　弁護士によるＤＶ専門電話相談・法律相談の実施
○　ＤＶ被害者保護支援ネットワーク会議の開催
○　通訳の雇上げ　等

ＤＶの防止の啓発や相談窓口の情報提供を行うため、ＤＶ防止啓
発資料を配布した。
・発行部数10,000部

婦人保護措置費支弁金

ＤＶ被害者世帯の県営住宅
優先入居

女性相談センター管理運営
事業費

男女共同参画推進事業費
（一部）

施策名

－37－



具体的な取
組の方向

施策の内容
29年度当初
予算額(千円)

部局 課室施策名

青少年のスマートフォン等を介したインターネット利用によるトラブ
ルを未然に防ぐため、保護者が端末を実際に操作して、スマート
フォン等の危険性や適切な使い方等を学ぶ教室を開催した。
・開催数：226教室　参加者10,325人

28,109

県民文
化部

社会活動推
進課

性犯罪被害者のために、病院内に常駐する支援員による被害相
談や、医師による診察、カウンセリング等を１か所で済ませ、被害
者の負担を軽減する対応を行った。

4,148

警察本
部

住民サービ
ス課

-
警察本
部

レディースホットラインの
運用

性犯罪捜査室に設置している「レディースホットライン」により、女
性捜査員が性犯罪等に関する相談に対応した。

-
捜査第一課

ハートフルラインの運用
被害者の心身の不調等に関する相談及びカウンセリングを実施
した。

-
住民サービ
ス課

ストーカー１１０番の運用
専従の警察官が、ストーカー被害で困っている人等からの相談に
対応した。

-
子ども女性
安全対策課

女性が被害者となる列車内における痴漢被害相談窓口として、
「ふれあいコール」を設置、主として女性警察官が対応した。
・相談件数120件（うち痴漢被害相談100件）

-

警察本
部

鉄道警察隊

子供と女性が性的犯罪等の被害者とならないよう、性的被害の前
兆とみられる声かけ、つきまとい等の行為者を特定し、検挙・指
導・警告を行うなどの被害防止対策を推進した。
・先制・予防的活動による検挙272件、警告884件

1,558

警察本
部

子ども女性
安全対策課

女性の被害者に対しては、女性の犯罪被害者支援要員を当てる
など、被害者のニーズに応じた支援活動を実施した。

-
警察本
部

住民サービ
ス課

○　愛知県被害者支援連絡協議会の運営
「総合的な被害者支援」の考え方に基づき、警察が事務局を担う
同協議会において、自治体、関係機関及び団体等が協働し、情
報交換や広報啓発活動を推進した。
・犯罪被害者支援特別講演会2017（H29.12.8（金）開催）
○　被害者支援活動推進検討会の開催
愛知県被害者支援連絡協議会の下部組織である被害者支援活
動推進検討会においては、実務担当者を集めた事例検討会や
勉強会を開催し、被害者支援への理解を深めた。

18

警察本
部

住民サービ
ス課

ＤＶ事案の特性を踏まえ、被害者の意向を尊重し、刑事手続き、
防犯指導、援助等を行った。

-
警察本
部

子ども女性
安全対策課

被害者に対する医師の診断検査料を公的に負担する制度を適
正に運用し、一層きめ細かな被害者支援を推進した。

2,611

警察本
部

住民サービ
ス課
捜査第一課

被害者に対する人工妊娠中絶費用の一部を公的に負担する制
度を適正に運用し、一層きめ細かな被害者支援を推進した。

130

警察本
部

住民サービ
ス課

「セクシュアル・ハラスメントの防止等に関する要綱」及び「妊娠・
出産・育児又は介護に関するハラスメントの防止等に関する要
綱」を庁内LANに載せ、すべての職員へ“セクシュアル・ハラスメ
ント等をしない”という意識を促すとともに、各種研修などの機会を
利用して、職員への注意喚起、指導及び相談窓口の案内を行っ
た。

-

総務部 人事課

企業経営者や働く人へワーク・ライフ・バランスの重要性を訴え、
推進するための普及啓発資料を作成した。
○　啓発資料の作成・配布

-

産業労
働部

労働福祉課

初任者研修、新規採用実習助手・寄宿舎指導員研修、臨時教員
等研修、10年経験者研修において、「セクシュアル・ハラスメントの
防止等に関する要綱」の趣旨を徹底し、セクシュアル・ハラスメント
の防止に努めるとともに、相談窓口について周知を図った。さら
に、管理職員パワーアップ講座（校長・教頭・部主事）において
も、セクハラ・パワハラ防止の周知を行い、校内外のあらゆる機会
を捉えて、セクハラ・パワハラ防止を含めた不祥事防止の徹底を
図るよう、研修を行った。
また、リーフレットを活用し、セクハラ、わいせつ行為の防止を徹
底した。

-

教育委
員会

教職員課

③
性
犯
罪

、
売
買
春

、
人
身
取
引

、
ス
ト
ー
カ
ー

行
為
な
ど
へ
の
対
策
の
推
進

④
セ
ク
シ

ュ
ア
ル
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
へ
の
対
策
の
推
進

性犯罪被害者対応拠点事
業費

保護者向けスマートフォン
安心利用普及事業費

県職員のセクシュアル・ハラ
スメント等の防止対策の推
進（Ⅱ－６③の再掲）

ワーク・ライフ・バランス普及
推進費 （Ⅱ－５④の再掲）

犯罪被害者支援要員制度
の運用

性犯罪被害者に対する経
済的支援

教職員のセクシュアル・ハラ
スメント等の防止対策の推
進（Ⅱ－６③の再掲）

ふれあいコールの運用

警察加入電話の回線料（一
部）

愛知県被害者支援連絡協
議会等の運営

子ども女性安全確保総合対
策

DV　・ストーカー総合対策
(Ⅲ－９②の再掲）

性犯罪被害者に対する経
済的支援

－38－



具体的な取
組の方向

施策の内容
29年度当初
予算額(千円)

部局 課室施策名

④
セ
ク
シ

ュ
ア

ル
ハ
ラ
ス
メ
ン

ト
へ
の
対
策
の

推
進

ハラスメント防止対策要綱を定め、各種ハラスメントの定義、監督
者と職員の責務等を明らかにするとともに、各所属に相談窓口
を、警察本部に総合相談窓口をそれぞれ設置し、ハラスメントの
防止及び排除に向けた対策を推進した。

-

警察本
部

警務課

基本的施策１０　　生涯を通じた健康づくりの支援
具体的な取
組の方向

施策の内容
29年度当初
予算額(千円)

部局 課室

一人ひとりの健康度を総合的に評価し、各個人に適した健康づく
り処方を提供するとともに、健康づくりの実践指導を行う。また、健
康づくりの実践活動が、より幅広く行われるよう指導者や地域リー
ダー等を養成した。
○　健康度評価事業の実施
○　健康づくり教室の開催
○　健康づくりリーダーの養成

922,027

健康福
祉部

健康対策課

保健衛生に関する知識普及や、健康づくりに関する教育講座を
行うことにより、県民の健康生活の充実を図った。
○　健康教育講座の開催（24回）
○　健康情報ポータルサイト「あいち健康ナビ」の管理・運営

14,578

健康福
祉部

健康対策課

保健衛生に関する知識の普及や啓発活動を行った。
○　保健所における健康教育活動の実施
　地域における健康増進に関する意欲を高め、自主的な保健衛
生活動を促進するため、12保健所において教育活動を実施し
た。
○　研究発表会の開催　等

1,642

健康福
祉部

健康対策課

（公社）愛知県医師会が地域において実施する健康づくりに関す
る講習会、研修会、相談活動や健康教育資料の作成等に対して
助成し、県民の健康づくりの推進を図った。

1,910

健康福
祉部

健康対策課

住民の健康の保持増進を図るため、生涯を通じたライフスタイル
に沿った、一貫した栄養指導を展開した。
○　広域的または専門的栄養指導
○　地域保健栄養体制の整備
○　管内栄養士の栄養技術の向上
○　特定給食施設への指導
○　食生活改善推進員への研修

5,043

健康福
祉部

健康対策課

1,644
健康福
祉部

児童家庭課

女性の健康相談事業 1,644

性感染症の予防を図るため、地域における指導者育成を目的と
したセミナーを行った。また、保健所において、エイズ相談やエイ
ズ検査を行うとともに、エイズや性感染症に関する講習会を地域
の実情に応じて開催した。

164

健康福
祉部

健康対策課

保健体育の教科を通じて学習している「性教育」について、保健
体育担当教員を対象とした研修会を実施した。

-
教育委
員会

保健体育ス
ポーツ課

母性並びに乳幼児の健康の保持増進を図るため、母子保健に関
する知識の普及啓発、市町村が実施する母子保健事業の推進の
ための事業を実施した。
○　母子保健指導者研修会の開催
○　市町村等母子保健推進事業
○　安心安全な妊娠出産サポート事業

3,219

健康福
祉部

児童家庭課

妊娠期から子育て期にわたる様々な相談に対応するワンストップ
拠点である「子育て世代包括支援センター」の市町村における設
置が促進されるよう支援した。
○　妊娠・出産包括支援事業連携促進会議の開催
○　シンポジウムの開催　等

1,162

健康福
祉部

児童家庭課

妊娠、出産から新生児に至る高度専門的な医療を効果的に提供
する、総合的な周産期医療体制を整備し、安心して子どもを生み
育てることができる環境づくりの推進を図った。
県内の周産期医療施設が参加した周産期医療協議会を設置･運
営し、主に、県内の周産期医療施設のネットワーク化による医療
提供、県内の周産期医療従事者に対する研修等の実施及び調
査･研究を行った。また、ハイリスク分娩等に対応する周産期母子
医療センターの運営費に対し、助成した。

408,106

健康福
祉部

医務課

②
性
感
染
症
対

策
や
性
教
育
の

推
進

①
性
差
を
踏
ま
え
た
健
康
づ
く
り
の
支
援

③
安
心
・
安
全
な
妊
娠
・
出
産
へ
の
支
援

女性健康支援事業費

栄養改善指導費

子育て世代包括支援セン
ター設置推進費

地域健康づくり指導事業費
補助金

周産期医療対策費

保健体育の教科を通じた性
教育の実践

あいち健康の森健康科学
総合センター費
（管理運営委託費）

県警察職員のセクシュア
ル・ハラスメント等の防止対
策の推進（Ⅱ－６③の再掲）

感染症対策費（感染症予防
指導者セミナー、保健所エ
イズ教室）

変化の多い女性のライフサイクルの各段階において、女性がその
健康状態に応じ的確に自己管理を行うことができるよう健康教
育、健康相談を行うとともに、相談員の資質向上のための研修会
を開催した。（（公社）愛知県助産師会に委託）
○　電話相談
○　健康教室の開催
○　相談員研修会の開催

母子保健推進費

健康教育活動費

健康教育活動推進事業費

施策名

－39－



具体的な取
組の方向

施策の内容
29年度当初
予算額(千円)

部局 課室施策名

不妊治療のうち、体外受精及び顕微授精の特定不妊治療は１回
の治療費が高額であり、その経済的負担が重いことから、負担軽
減を図るため費用の一部を助成した。

1,096,562

健康福
祉部

児童家庭課

人工授精に係る治療費について市町村が助成金の交付を行った
場合の経費を補助した。

46,049
健康福
祉部

児童家庭課

不妊・不育に悩む男女を対象に専門のスタッフ（医師、カウンセ
ラー等）により、相談者の精神的負担の軽減を図ることを目的とし
た相談（面接・電話・Ｅメール）を行った。（国立大学法人名古屋
大学に委託）
○　不妊・不育専門相談
○　公開講座の開催

4,691

健康福
祉部

児童家庭課

⑤
子
宮
が

ん
・
乳
が

ん
検
診
の

普
及
啓
発

女性特有のがんである子宮頸がん及び乳がんは、若い世代から
罹患率が上昇するため、検診受診推奨年齢の方を主な対象とし
て、がん専門医による講演会を開催し、がんに関する正しい知識
の普及とがん検診の受診勧奨を行った。

913

健康福
祉部

健康対策課

8,516
健康福
祉部

こころの健康
推進室

あいちこころほっとライン３
６５事業

6,443

メンタルヘルス訪問事業 24

Ｅメール相談事業 2,049

1,637
健康福
祉部

こころの健康
推進室

メンタルヘルス専門医相
談

1,637

企業等の職場におけるメンタルヘルス対策を支援するため、メン
タルヘルスのアドバイザー（産業医や学識経験者等）を企業等に
派遣した。

638

産業労
働部

労働福祉課

計画の推進
(１)　　推進体制の整備・充実
具体的な取
組の方向

施策の内容
29年度当初
予算額(千円)

部局 課室

男女共同参画の意義と必要性を理解し、各種施策に男女共同参
画の視点を取り入れるため職員研修を実施した。
○　実施した研修
新規採用職員研修、中堅職員キャリアマネジメント研修、主査級
キャリアマネジメント研修、課長補佐級キャリアマネジメント研修、
課長級トップセミナー、部次長級トップセミナー

-

総務部 人事課

男女共同参画に関する施策を総合的・効果的に推進するため、
委員（知事、副知事、各部局長等）及び幹事（女性の活躍促進
監、関係課室長）で構成する男女共同参画行政推進会議を開催
した。
・推進会議１回、幹事会１回

-

県民文
化部

男女共同参
画推進課

824
県民文
化部

男女共同参
画推進課

男女共同参画審議会の
開催

824

愛知県男女共同参画推進条例第16条に基づき、県が実施する
男女共同参画の推進に関する施策及び男女共同参画に影響を
及ぼすと認められる施策について申出があったときは、男女共同
参画審議会に報告するとともに、適切な処理に努めた。
・申出件数０件

-

県民文
化部

男女共同参
画推進課

-
教育委
員会

義務教育課

教職員研修 -

-

教育委
員会

義務教育課

教職員研修 -

④
不
妊
治
療
対
策
の
推
進

⑥
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
相
談
の
充
実

①
県
に
お
け
る
推
進
体
制

あいち自殺対策推進セン
ター事業（一部）

一般不妊治療費助成事業
費補助金

相談体制強化事業（一部）

職場のメンタルヘルス対策
企業等アドバイザー派遣事
業

県が実施する施策に対する
申出制度の運営

男女共同参画推進事業費
（一部）

幼・小・中初任者研修事業
費（一部）（Ⅰ－２⑥の再掲）

女性に特有のがん対策推
進事業

「人権教育・啓発に関する愛知県行動計画」で示してある人権の
個別課題の「女性」問題に目を向け、初任者に対し、男女の性的
役割分担意識を見直し、男女でなく一個人として接することや、Ｄ
Ｖ、セクハラなどの根絶を目指すなど、男女共同参画社会実現に
向けての取組について研修を実施した。

「人権教育・啓発に関する愛知県行動計画」で示してある人権の
個別課題の「女性」問題に目を向け、教職員に対し、男女の性的
役割分担意識を見直し、男女でなく一個人として接することや、Ｄ
Ｖ、セクハラなどの根絶を目指すなど、男女共同参画社会実現に
向けての取組について研修を実施した。

愛知県男女共同参画推進条例第19条に基づき、男女共同参画
の推進に関する重要事項を調査審議する男女共同参画審議会
を開催した。
・開催日H30.2.22（木）

男女共同参画行政推進会
議の開催

保健所や精神保健福祉センターにおいて、精神科医師等による
相談を実施した。

心の悩みに関する年中無休の電話相談「あいちこころほっとライ
ン365」を実施した。また、保健所において、心の問題を抱える県
民への家庭訪問や、精神保健福祉センターにおいて、電話や面
接での相談を利用しにくい県民に対してＥメールによる相談を実
施した。

幼・小・中教職員研修費（一
部）（Ⅰ－２⑥の再掲）

職員研修の実施

施策名

特定不妊治療費助成事業
費

不妊専門相談事業費
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具体的な取
組の方向

施策の内容
29年度当初
予算額(千円)

部局 課室施策名

-
教育委
員会

高等学校教
育課

教職員研修 -

-

教育委
員会

高等学校教
育課

教職員研修 -

-

教育委
員会

特別支援教
育課

教職員研修 -

-

教育委
員会

特別支援教
育課

教職員研修 -

男女共同参画社会の推進や計画の策定の参考となるような統計
資料や調査研究資料をとりまとめたものをホームページで公開す
ることにより、市町村における男女共同参画計画の策定をより一
層促進するとともに、県内各地域における男女共同参画社会に
向けて意識の高揚を図った。

-

県民文
化部

男女共同参
画推進課

市町村における男女共同参画施策関係の組織、事業等の実態
を把握し、今後の県の男女共同参画施策推進の基礎資料とする
とともに市町村相互の参考資料として活用するため、市町村の男
女共同参画施策に関する調査を行った。

-

県民文
化部

男女共同参
画推進課

県と市町村が相互に連携して男女共同参画施策の推進を図るた
め、県民事務所等の管内別に市町村男女共同参画推進連絡会
議を開催した。

-

県民文
化部

男女共同参
画推進課

41
県民文
化部

男女共同参
画推進課

市町村男女共同参画行
政担当者研修会の開催

41

社会全体のすみずみまでゆきわたる男女共同参画をめざして、
県内の産学官が連携する「フォーラム」を設置し、情報交換や研
究会などを実施している。（フォーラム会員：愛知県、名古屋市、
愛知県経営者協会、名古屋大学）
○　理系女子応援事業の実施
・開催日　取材ツアー：Ｈ29.8月のうち５日間　参加者75人
　　　　　 　成果発表会：Ｈ29.11.4（土）　参加者105人

-

県民文
化部

男女共同参
画推進課

特定非営利活動促進法に基づく法人格付与の認証事務の適正
な運用、実施を図った。
・認証法人数51件

4,185

県民文
化部

社会活動推
進課

860

県民文
化部

社会活動推
進課

ＮＰＯとの協働促進、ＮＰ
Ｏ活動の普及・推進

あいち協働ルールブック2004の推進をはじめ、ＮＰＯと行政との協
働促進及びＮＰＯ活動の普及・推進を図った。
・意見交換会2回、研修会参加者144人

860

5,368

県民文
化部

社会活動推
進課

社会貢献活動支援検討
会の実施

今後の社会貢献活動の支援の方向性を検討することを目的とし
て、会議を開催した。

791

大学生・社会人ボランティ
ア普及啓発

プロボノの啓発、人材の掘り起こしを行い、プロボノをＮＰＯに派遣
することで、ＮＰＯ活動の活性化を図った。

4,577

②
市
町
村
推
進
体
制
へ
の
支
援

①
県
に
お
け
る
推
進
体
制

③
大
学

、
企
業

、
Ｎ
Ｐ
Ｏ

、
地
域
団
体
等
と
の
連
携
・
協
働
の
推
進

民間非営利活動推進費・協
働連携促進事業費

市町村の男女共同参画施
策に関する調査

市町村男女共同参画推進
連絡会議の開催

あいち男女共同参画社会
推進・産学官連携フォーラ
ムの運営

民間非営利活動推進費・県
民ＮＰＯ協働推進費

特別支援学校教職員研修
費（一部）（Ⅰ－２⑥の再掲）

民間非営利活動推進費 企
画推進費

男女共同参画推進事業費
（一部）

特別支援学校初任者研修
事業費（一部）（Ⅰ－２⑥の
再掲）

高等学校初任者研修事業
費（一部）　（Ⅰ－２⑥の再
掲）

高等学校教職員研修費（一
部）　（Ⅰ－２⑥の再掲）

教職員に男女共同参画社会を正しく理解させるため、職員研修
を実施した。

教職員に男女共同参画社会を正しく理解させるため、職員研修
を実施した。

市町村の男女共同参画行政担当者を対象に、県における男女
共同参画の現状と施策及び内外の動向等について情報提供す
る研修会を開催した。
○　担当課長会議　開催日H29.5月下旬～6月上旬
○　担当初任者研修会　開催日H29.5.15（月）

教職員に男女共同参画社会を正しく理解させるため、職員研修
を実施した。

市町村男女共同参画推進
資料の作成

教職員に男女共同参画社会を正しく理解させるため、職員研修
を実施した。
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具体的な取
組の方向

施策の内容
29年度当初
予算額(千円)

部局 課室施策名

326
県民文
化部

男女共同参
画推進課

あいち女性の活躍促進会
議開催費

女性の活躍が経営戦略であるとする企業等トップの意識改革に
向けた気運の醸成を図ることを目的として、あいち女性の活躍促
進会議を開催した。
・開催日H29.9.12（火）

326

(２)　　ウィルあいちを拠点とする推進
具体的な取
組の方向

施策の内容
29年度当初
予算額(千円)

部局 課室

県の男女共同参画社会の実現に向けた活動の拠点施設である
愛知県女性総合センター（ウィルあいち）の管理運営を行った。

122,592

県民文
化部

男女共同参
画推進課

県の男女共同参画社会の実現に向けた活動の拠点施設である
愛知県女性総合センター（ウィルあいち）の施設設備整備を行っ
た。

30,845

県民文
化部

男女共同参
画推進課

男女共同参画の推進のための事業展開を行っている公益財団
法人あいち男女共同参画財団の運営に対して補助した。

57,950

県民文
化部

男女共同参
画推進課

-
県民文
化部

男女共同参
画推進課

あいち国際女性映画祭の
開催(Ⅰ－１①の再掲）

○　あいち国際女性映画祭
男女共同参画意識の普及を図るため、世界で活躍する女性映画
監督等を招き、女性の生き方や社会参加、女性と男性の相互理
解などをテーマとした作品の上映等を行った。
・開催日H29.9.6（水）～9.10（日）
 参加者12,172人（共催会場分含む）

-

男女共同参画セミナーの
開催（Ⅰ-１⑤の再掲）

男女共同参画社会の実現に向けた課題の解決や新たな活動へ
のチャレンジ、多様な働き方を可能にする環境づくり、男女共同
参画により地域の課題に取り組む人材の養成などに役立つ講座
を開催した。
・全10講座(公開講座２回含む)　参加者1,062人

-

サテライトセミナーの開催
（Ⅰ－１⑤の再掲）

遠隔地等でウィルあいちまで来ることが難しい地域に出かけてい
き、地元市町村等と共催でセミナーを開催し、県内全域における
男女共同参画社会の実現に向けて啓発を行った。
・14市町村　参加者774人

-

男女共同参画広報誌の
発行（Ⅰ－１②の再掲）

男女共同参画に関する普及・啓発記事や男女共同参画を推進
する事業の案内などを掲載した広報誌を発行した。

-

-
県民文
化部

男女共同参
画推進課

ウィルあいちホームペー
ジを通じた情報提供事業
（Ⅰ－１②の再掲）

男女共同参画に関する各種情報の収集を行うとともに、「ウィルあ
いちホームページ」などを通じ、団体・グループ情報、イベントの
案内など各種情報の提供を行った。

-

ウィルあいち情報ライブラ
リーの運営（Ⅰ－１②の再
掲）

○　図書、行政資料、視聴覚資料などの収集と提供
男女共同参画の推進や、女性の生き方を考えるための図書・行
政資料・視聴覚資料などの収集・提供を行った。
・所蔵数（Ｈ30.3末）図書48,454冊　視聴覚資料1,229点
○　情報ライブラリーフェスタ
男女共同参画社会の実現に役立つ情報発信のための展示を年2
回実施した。
・テーマ「ＬＧＢＴの基礎知識」、「働き方改革でどうなる？？」
○　パネル展示
「ＤＶ」及び「人権」のパネルと関連図書を展示した。

-

-

健康福
祉部

児童家庭課

相談センター費 -

一時保護所費 -

相談員費 -

②
相
談
体
制
の
充
実

④
働
く
場
に
お
け

る
女
性
の
活
躍
の

推
進

①
男
女
共
同
参
画
に
関
す
る
知
識
や
意
識
の
普
及

あいち男女共同参画財団
補助金（一部）

女性総合センター管理運営
委託費（一部）

女性総合センター施設設備
整備費

女性総合センター管理運営
事業費（一部）

あいち男女共同参画財団
補助金（一部）

女性相談センター管理運営
事業費（Ⅲ－９②の再掲）

女性の活躍促進事業費（一
部）

施策名

女性の家庭問題や対人関係など、各般にわたる諸問題の相談を
行うとともに、必要に応じて問題解決のための調査、医学的、心
理学的及び職能的判定並びに指導を行い、女性の転落防止と
配偶者からの暴力被害者へ必要な助言を行う。また、必要に応じ
て一時保護を行った。
さらに、女性相談センター及び駐在室（県福祉相談センター内）
に相談員を配置し、要保護女子の発見、転落の未然防止及び保
護更生を図るとともに、ＤＶ被害女性等の相談を行った。
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具体的な取
組の方向

施策の内容
29年度当初
予算額(千円)

部局 課室施策名

-
県民文
化部

男女共同参
画推進課

協働推進事業（Ⅱ－３⑤
の再掲）

○　ウィルあいちフェスタ
男女共同参画社会の実現に資する講演やシンポジウムなど、参
加団体が自ら企画したイベントを公募し、活動の発表の場を提供
した。
・開催日H29.11.18(土)　参加者700人
○　協働事業
女性団体、大学、企業等と協働して男女共同参画に関する事業
を行い、連携の強化を図った。

-

男女共同参画人材育成
事業（Ⅱ－３④の再掲）

○　男女共同参画人材育成セミナー
政策・方針決定の場への女性の登用を積極的に推進するため、
とりわけ県内市町村において審議会等に登用できる人材の育成
を目的として、市町村から推薦を受けた者を対象にセミナーを実
施した。
・実施回数　年１回（８日間）　修了者　21人
○　フォローアップセミナー
過去の人材育成事業受講者で構成する地域実践活動グループ
の自主的で地域に根ざした活動の一層の推進を図るため、セミ
ナーを開催した。
・開催日H30.2.1（木）　参加者35人

-

県内女性団体の相互交流や女性の活躍に向けた気運醸成を図
るため、女性団体が行うイベントの情報共有や、取組の情報交換
等を実施した。（事務局：（公財）あいち男女共同参画財団、会
員：15団体）

-

県民文
化部

男女共同参
画推進課

③
多
様
な
主
体
と
の
連
携
・
協
働
・
ネ

ッ
ト
ワ
ー
ク
づ
く
り

あいち男女共同参画財団
補助金（一部）

あいち女性連携フォーラム
の運営（Ⅱ－３⑤の再掲）
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年度 数値 年度 数値

Ⅰ-1
固定的性別役割分担意識に反対する（「どちら
かといえば反対」を含む）人の割合

32 50% 29 46.2%

Ⅰ-1 ウィルあいち情報ライブラリーの利用者数 32 126,000人 29 138,869人

Ⅰ-1
社会通念・慣習・しきたりなどにおいて、男女
平等であると感じる人の割合

32 20% 29 12.1%

Ⅰ-2
県立高等学校におけるインターンシップ等に参
加した生徒数

32 18,000人 29 18,285人

Ⅱ-3
県の審議会等に占める女性委員の割合
（翌年度４月１日現在）

32 40% 29 39.68%
(H30.4.1)

Ⅱ-3
県職員の管理職に占める女性の割合
（当該年度４月１日現在）

32 10% 29 9.73%
(H29.4.1)

Ⅱ-3
教員の管理職に占める女性の割合
（当該年度５月１日現在）

32 17% 29 17.5%
(H29.5.1)

Ⅱ-3
警察官に占める女性警察官の割合
（翌年度４月１日現在）

32 10% 29 9.8%
(H30.4.1)

Ⅱ-3
消防吏員に占める女性の割合
（翌年度４月１日現在）

32 2.7% 29 2.1%
(H30.4.1)

Ⅱ-3
市町村の審議会等に占める女性委員の割合
（翌年度４月１日現在）

32 30% 29 27.5%
(H30.4.1)

Ⅱ-3 管理的職業従事者に占める女性の割合 32 20% 29 13.5%

Ⅱ-3 女性の活躍促進宣言企業数 32 2,000社 29 1,097社

Ⅱ-3 「あいち女性輝きカンパニー」認証企業数 32 400社 29 378社

Ⅱ-4 自治会長に占める女性の割合 32 10% 29 5.4%

Ⅱ-4
消防団員に占める女性の割合
（翌年度４月１日現在）

32 3.75% 29 3.62%
(H30.4.1)

Ⅱ-4
「家族のルール」の作成数
（家族経営協定締結数）

32 1,500戸 29 1,546戸

Ⅱ-4 経営に参画している若手女性農業者数 32 200人 29 146人

Ⅱ-4 農業委員に占める女性の割合 32 15% 29 16.0%

Ⅱ-5 年次有給休暇取得日数 32 10日 29 9.5日

Ⅱ-5
労働時間の短縮に向けた取組を実施している企
業の割合

32 55% 29 48.6%

４　「あいち男女共同参画プラン2020」に掲載している数値目標及びその現況値
目標体系

番号
項目名

現況
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年度 数値 年度 数値

Ⅱ-5 ファミリー・フレンドリー企業の登録数 32
60社増加/

年度(新規登録)
29

94社増加/
年度(新規登録)

Ⅱ-5
6歳未満の子どもを持つ夫の育児・家事関連時
間

32 100分 28 83分

Ⅱ-5 県男性職員の育児休業取得率 31 15% 29 12.4%

Ⅱ-6 女性（25～44歳）の労働力率 32 73.1%
29
平均

73.1%

Ⅱ-6 保育所待機児童数 32 解消 29 185人

Ⅱ-6 放課後児童クラブ待機児童数 32 解消 29 926人

Ⅱ-6 放課後児童クラブの登録児童数 32 56,426人 29 54,469人

Ⅱ-6 病児・病後児保育の実施箇所数 31 86か所 29 84か所

Ⅱ-6 延長保育の実施箇所数 31 990か所 29 1,033か所

Ⅱ-6 休日保育の実施箇所数 31 59か所 29 58か所

Ⅱ-7
あいち子育て女性再就職サポートセンターの相
談等件数

32
600件/
年度

29
509件/
年度

Ⅱ-7
モノづくり現場で働く女性のロールモデルを発
掘、紹介

32 100人 29 64人

Ⅲ-8
母子・父子自立支援プログラムを策定する市の
数

31 全市 29 15市

Ⅲ-8 地域包括支援センター設置数 32 242か所 29 221か所

Ⅲ-9
配偶者や恋人など親密な関係の人から受ける暴力を
いわゆるＤＶと呼ぶことを知っている人の割合

32 100% 28 86.7%

Ⅲ-9 ＤＶに関する相談窓口の認知度 32 80% 28 40.6%

Ⅲ-10 健康寿命 34
男性75年以上
女性80年以上

28
男性73.06年
女性76.32年

Ⅲ-10 女性のがんの年齢調整死亡率（人口10万人対） 35 56.5 28 57.8

Ⅲ-10 子宮頸がん検診受診率 35 50% 28 15.0%

Ⅲ-10 乳がん検診受診率 35 50% 28 15.6%

目標
体系
番号

項目名

現況
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５　県審議会等（法令・条例設置）委員への女性の登用状況

男性
(人)

女性
(人)

計
(人)

女性登用
率(%)

男性
(人)

女性
(人)

計
(人)

女性登用
率(%)

表彰審査委員会 4 3 7 42.9 社会福祉審議会 18 12 30 40.0

（小計） 4 3 7 42.9% 衛生対策審議会 9 5 14 35.7

医療審議会 23 7 30 23.3

公益認定等審議会 3 2 5 40.0 小児慢性特定疾病審査会 13 2 15 13.3

行政不服審査会 3 3 6 50.0 介護保険審査会 27 18 45 40.0

固定資産評価審議会 6 4 10 40.0 障害者施策審議会 11 9 20 45.0

特別職報酬等審議会 6 4 10 40.0 地方精神保健福祉審議会 13 7 20 35.0

公務災害補償等認定委員会 3 2 5 40.0 精神医療審査会 17 8 25 32.0

公務災害補償等審査会 2 1 3 33.3 障害者介護給付費等不服審査会 12 8 20 40.0

（小計） 23 16 39 41.0% 障害児通所給付費等不服審査会 12 8 20 40.0

障害者差別解消調整委員会 10 5 15 33.3

国土利用計画審議会 11 6 17 35.3 国民健康保険運営協議会 7 4 11 36.4

土地利用審査会 4 3 7 42.9 感染症診査協議会（5機関） 19 6 25 24.0

（小計） 15 9 24 37.5% 指定難病審査会 6 2 8 25.0

がん登録情報利用等審議会 4 2 6 33.3

情報公開審査会 4 3 7 42.9 国民健康保険審査会 6 3 9 33.3

個人情報保護審議会 4 3 7 42.9 准看護師試験委員 5 10 15 66.7

消費生活審議会 9 11 20 55.0 後期高齢者医療審査会 7 2 9 22.2

青少年保護育成審議会 12 8 20 40.0 薬事審議会 11 6 17 35.3

男女共同参画審議会 6 14 20 70.0 （小計） 230 124 354 35.0%

公立大学法人評価委員会 2 3 5 60.0

いじめ問題調査委員会 3 2 5 40.0 大規模小売店舗立地審議会 8 4 12 33.3

私立学校審議会 8 7 15 46.7 障害者雇用審議会 6 7 13 53.8

学校法人等助成審議会 12 8 20 40.0 職業能力開発審議会 8 7 15 46.7

（小計） 60 59 119 49.6% （小計） 22 18 40 45.0%

救急搬送対策協議会 19 10 29 34.5 卸売市場審議会 6 4 10 40.0

（小計） 19 10 29 34.5% 食育推進会議 15 14 29 48.3

森林審議会 9 6 15 40.0

環境審議会 20 10 30 33.3 （小計） 30 24 54 44.4%

公害審査会 9 6 15 40.0

公害健康被害認定審査会 7 5 12 41.7 建設工事紛争審査会 9 6 15 40.0

環境影響評価審査会 16 12 28 42.9 事業認定審議会 3 4 7 57.1

（小計） 52 33 85 38.8% 都市計画審議会 13 6 19 31.6

屋外広告物審議会 9 4 13 30.8

建築審査会 4 3 7 42.9

開発審査会 4 3 7 42.9

建築士審査会 4 3 7 42.9

（小計） 46 29 75 38.7%

生涯学習審議会 10 9 19 47.4

文化財保護審議会 14 6 20 30.0

産業教育審議会 12 8 20 40.0

いじめ問題対策委員会 1 4 5 80.0

教科用図書選定審議会 11 9 20 45.0

スポーツ推進審議会 12 8 20 40.0

（小計） 60 44 104 42.3%

総計（61機関） 561 369 930 39.68%

農林水産部（3機関）

建設部（7機関）

教育委員会（6機関）

審議会等名称

委員の状況

平成30年4月1日現在

委員の状況

審議会等名称

※上記の審議会等については、委員が行政職員のみで構成
されているものなど6機関について除外しています。

環境部（4機関）

健康福祉部（19機関）政策企画局（1機関）

総務部（6機関）

振興部（2機関）

県民文化部（9機関）

防災局（1機関）

産業労働部（3機関）
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